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輸入選のダンピン としたとき、寡占競争下の会業はそれ

読み込んだ戦略的行駄を行なう。本論文では、そうした戦略的企業行動がダンピン

グ規制策の有効性ならび、に各閣の経、清厚生に及ぼす影響をいわゆる相五ダンピング

複占貿易モデル合用いて次のような 2つの視点から吟味した。すなわち、第lにダ

ンピング認定を下す藤準価格が他国の市場から独立であるか(市場独立認定価格の

ケース)、それとも他市場の価格に依存するのか(市場連動認定価格のケース)。

2に、ダンピング発生時に輸出国企業に課される罰射が関税であるのか、ぞれとも

数議規制なのか。特に援擦な結論は、ダンピング認定価格が市場連動的であればダ

ンビン く輸出富市場においても各企業が戦略的に行動する傾

;匂があるということで、ある。また、関税ではなく数量著者j当でダンピング規制をする

方が、ダンピング親善事jの器内産業保護効果は高く、一毅に規制留の厚生を臨める楼

命があるという点も鳴らかにされる。

はじめに

GAT寸 ンピング防止条項は、外思企業によるダンピン " /'-

るかその恐れがあるとき、その輸出は責められるべきものとされ、輸入

国政府によって課税されることが示されている。この粂噴の問的

いう国際貿易上の不公正競争の防止とダンピングに対する

とされている。
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なぜダンピングという経済行為が不公正競争なのかという問題はおくとして、ダ

ンピングはどのように発生するか、ダンピング防止政策は夕、ンどング防止と

に役立っているか、そしてダンゼング防止政策が各国およ

る効果;まどうかという問題辻、経詩学において按討に僅するものであろ

つo

ダンゼングの発生メカニズムについては、清野・柴出 [1992Jにおいてを2招的に

撹討された。そこで明らかとされたように、ダンピング発生のメカニズムは輸出独

占下の市場開価格荘別と異時点開価格差別といった価格差別の観点から整理でき、

そのうえでダンピング防止政策の効果についての検討が可能となった。

しかしながら、こうした輪出独占企業によるダンピング発生メカニズム辻、募点

企業競争下においても怯然として存識に機能すること辻Brander& Krugman 

[1983JやGruenspec批[1988Jなどにみることができる。不完全競争市場立

げる独占市場と募点市場の桓違辻、企業欝の相互依謀関様にある。すなわち、各企

業泣自分の行撃さがうライバルの行動記影響を与えることを艶案して行動を選択するo

そのために、独占市場で辻起こりえないダンぜング発生のメカニズムや企業のダン

ピング肪止政策に対する対}あが生じる可能i生がある。ここでは、 Brander& Krug嗣

man [1983Jタイプの市場開価格差別ダンピングに限定し、ダンピング発生メカ

ニズムとダンピング防止政策の効果を検討することとする。

本論文がこれまでの議論と異なるのは、次のような3点にある。第u二、ダンピ

ング発生の判新基準となるいわゆる夕、ンピング認輩横格と、それに揺らして実勢に

ダンピングが発生する黙にどのような夕、ンどング訪止ま文策がいわ迂罷射として輸出

企業に課されるかについて、予め夕、ンゼング規制器内外の企業により知られている

か否かによりダンピング規制の経済効果がどのように撲なるかについて分析される。

たとえば、イ反にダンピング規制国政府のダンピング認定価格がわかり、加えてダン

ピング発生時に一定のダンピング防止税が課されることが事前にわかっていれば:

輸出企業は課税を回避しようと戦略的に輸出量を減らし、ダンピンク。認定を免れる

ように努めるだろう o 識に、ダンピング規制圏内の企業法戦略約北関内緩売量を拡

大、揺梧を号iき下げて、外国輸出金業の語格引き下げを誘発しようとするかも知れ

をい。なぜならばそれにより

るかも知れないからである。

をダンどング規制策の織にかけることができ

従来の分析で辻、ダンピング訪止政策が生み出すこうした企業開および、企業・政

府間の戦略的相互扶存関係は軽視されてきた。すなわち、ダンピング規制国政府は、
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あるダンピング訪止税率を企業よりも先に選ぴ、かっそれにコミットができ、

は政府の夕、ンピング防止課税を所与として行動する、言言い換えると政府が企業に対

していわばシュタッケルベルグ・リーダーとして援る舞う場合が主として取りょげ

られてきた。しかし、波野の行動ルールが事前に企業に知られている場合に辻、

企業側の戦略的行動の効果を明らかにすることなく、政策の経済鶏巣を十分に理解

することはできない。

2 に、ダンどング認定締結が輸出園、賀~3 盟内の市場状態に長存するか預かに

より夕、ンピング規制の効果がどのように異なるかが分析される。もしたとえはダ、ン

ピング認定楢絡が輪出企業の輸送費込みの限界蓄を舟により決まり、上記のいずれの

市場のパフォ…マンスから独立であれば、高段で問題とした暴食業の戦略的行動は

ダンピング捜索言語舟に限られる。しかし、そうで誌なしたとえ法輪出国の閣内構

を加味した額をダンピング認定締格とする場合立辻、戦略的企業行動は

輪出国市場にも大きな影響を及iます。なぜならば輸出企業は本盟での冨内販売を拡

大、器内{面擦を怯下させ、ダンピング規制を緩和させることもで、きるし、さらにダ

ンぜング規髄霞との関で水平貿易があれば競稲留の食業は戦略的な事会出削減により

規離を強めることもできるからである。従来の分析で辻、このようなダンピング認

定価格の他国市場への依子宇佐が暁承約に取り上げられること誌なかった。

第3に、ダンピング紡止の具体的政策手段として関税のみならず数量幾轄をも分

新の対象としている。ダンどングが発生すると、ダンピング規制撞の閣内産業はな

んらかの手段により輪入量を抑え、夕、ンゼングを回灘、すなわち国内繍轄を引き上

げる政策を要求する。もっとも性急な要求は、韓入数量割当といった数量規制であ

る。ダンピング間避といった政策目的を考産すると、この場合の数量規制辻通常の

一定議の輸入数量割当とは効果が異なる。というのは、閣内錨籍者ダンピン

価格誌上に維持する輪入景は、輸入閣の冨内生産量に依害するからである。そ

当量自体が内金約に決まり、輸入国企業が国内販兜量を戦略的に拡大し、

外国全撲をダンゼング認定に追い込めるようになるので、ダンピングはより審易に

発生するようになる。数量規制によるダンゼング規制がこのような輸入国金業め戦

略的効果を通じてどのような厚生効果を生むか、この点についての分析も市場開価
3) 

格差別ダンゼングに関しては現在のところ行なわれていない。

本議文の構成は次の通りである。第1牽では、 Brander& Krugrnan [1鉛3Jタ

イプの複占競争下での価格差裂ダンピングのモデルを提示する。第2章では、関税

によるダンピング境棋の効果を、告企業が戦略的行動をとらずダンピング規制国政
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飛がいわばシュタッケルベルグ・ 1)…ダ…として行動ずる場合、@ダンピング認定

締揺が他国市場のパフォーマンスから;対象宜で、ダンピング規制冨内価格が認定額

格を下回るときに一定のダンピング防止税が課されることを各企業が予め読み込ん

で行動する場合、そして③ダンピング協定価格が輸出国国内価格に依存する場合、

という 3つの場合について検討し、

効果を同様の手順で検討する。

は、数最規制によるダンピング規制の

を述べる。

分析を始める前に確認しておかなければならないが、ここで我々が述べているダ

ンピング訪止政葉あるいはダンピング規制辻、文字通り「均簡においてダンピング

が仔なわれないことを話的とする政策Jであり、我々の目的は、このようなダンピ

ング、跨止致菜子において、企業特齢、各留の繋易と草生iこ伺が起こっている

討することである。

1.吉場開櫨格差別ダンピングと寡占競争

以下、 Brander& [1983Jのモデjレを用いて、自由 における

市場間価格差別ダンピン る。

具体的には、 2つの悶からなる世界を考え、一方を自国 (Home)、他方を外国

(Foreign) とするo 以下で、は、

する記号は大文字

として自国に関する記号は小文字で、

る。各国にはある同質財を生産する

つ存在し、クールノ…裂数議競争を諌り広げるものとする。ただし、

出にiま韓送費がかかり、そのために各冨の市場は分断されるものとする。

1杜ず

自冨(またはタト謂)の当該財布場は、自菌、外国企業の咲給的みによって鮪われ

ている。昌爵〈またはタト罷〉企業による軍内家売量を x(また誌初、輸出量を y

〈また誌Y)で殺すと、当該黙の各冨事場に対する総娯給議x十Y(または X+y)

z (または訟と一致しなけれ;まならない。それを実現する逆需要関数

をp(z) (また誌?な))で表し、 p(z) r <仏 P(Z)'<0と佼窓する。自国(また辻外

国)ゴ託業の単イ立佐灘費現はc(または C)で一定で、輸出に際しては追加的に C

(1-g) / g (または C(I-G)/G)た、けの輸送費が必要であるとする。ただし、輸

送費に関する係数は、 g，G巴(0，1.]の定数を表す。

自国、外国企業の利潤関数はそれぞれ次式のように殺されるo

(1) 7t (x ， y ， X， Y ， )ココπH(X，Y)十πF(y，X)ニ [p 卜Y) x 

ffil~繁華事おとダンピング 145 



十 (X+j寸]y 

(1)' II (X ，y ， x ， y ， t)ニニIIH(y ，x， t)十豆吋X，y)コ Y
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+ [P(X+y) X 

ただし、 tは島嬰致府が外国企業;二課す従量関税率、が(x，y) (または (X，

y) )はき顕(またiま外器)企業の母国での盟内販売利j障が(y，X) (また誌江町Y，

x， t)) は自国〈または外国)企業の'抽出での輪出耗謂を漉す。これらの関数は富

の販売量について厳密に閉で境界粂枠が溝たされているものとする。限界費用が一

定であるから、企業は2つの市場に対しお々立科潤最大化版売量を決定すること

ができる。したがって、自冨(また詰外関)企業の自富市場での反花、関数を rH(y)

(または R汽x，t))、外富市場での反応、関数をげ(X) (また泣 RF(y))で表せ誌、

それらは次の科講義変大化のための l潜の条件を満たす。

δnH (rH (y) ， Y) 
(2) (r吋Y)十Y)十戸(Y)p' (rH (Y)十y)-c=o

(3) 

δIIH(RH(x，t) ，x，t) 

δY 

-(ト) 0 
δ(rF (X) ，X) 
δ =P(X +rF(X))ートrF(X)P' (Xート (X))一一二=0
y g 

p(x十RH(x， t)) + RH (x， t) p' (x十RH(x，t)) (2)' 

(3)' 
δ豆F

P (RF (y)十y)十RF(y) P' (RF (y)十y)ーc=o

以下では各反耳、関数に対して次のような条件が成り立つものとするα

1>各企業の各市場での販売量泣鵠企業の販売量に対して戦略的代替関慌に

ある。

<長定2>各企業の巻市場での反応、蕗線の傾誌の絶対鐘は1未満であるo

第lの夜走i立、各企業の長誌、曲線の傾きが糞(すなわちたとえば自国企業の詣

市場での反応、関数立ついていえば戸I(Y) <0)であることを3意味する。したがって、

なんらかの理由によりライパJレの販売識が増大すれば、当族企業が班面する畿界収

入辻誠少し、ライ を受容するかのようじ最適版究農を減少させる

誘因をもつことを表す。第2の仮定は、均鋳は存在すれ託、必ずクールノー翠の議

次約数量調整通程で大域的に安定であり、したがって一意となることを表している。
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このようにして求められる反応関数を用いると、関税率tが与えられたもとでの

均衡販売プロフィール {x(t).y(t) .X(t) .Y(t)}ならびに各国での均衡総販売量プ

ロフィール {z(t)之(t)}カ吋筒たすべき条件安次のように表すことができる。

xu)ニrH(Y (t)) 

Yu)ニ RH(X(t))

y(t) (X (t)) 

X(t)士 RF(y(t))

以下では、分析を意味めあるも るためによ記の条件を溝たす相互貿易均爾が

存在するものと長窓する o

く仮定3>込下で分軒対象となるいかなる鰭税率が与えられても、そのもとで各罷

企業が笈いの市場に輪出するという意味での桓互貿易をともなう

る。

既に指措したよう に独立となるので、タト盟市場における

分は自彊の関税から独立となる。したがって、以下、叙速の簡寵化をはかり告患

易均衡における配分を下添字Oを用いて表せば(つまり、たとえばおニx(o))、

Xo X(t)， Yo y(t)， Z。コ=Z(t)

となることにI豆諸まされたい。関税政策の変更は自国市場のみに影響を与えるので、

以下では自国市場についてのその均簡がもっ性質、とりわけダンピングが発生する

ための条杵について吟味しよう。外国市場での配分も同様の性質を満たすことは

いうまでもない。

きて、印式および(2)'式から導かれる各企業の反応曲線を鴎示すると、関 1のよ

。
ヲ

hv
ふなに

まJZ筆
、
志

、「ノ
匂検 事

、側、“ 戸rHt (または)R ~哀れ土自由貿易(つまり t ニコ 0) 下の自

食業の皮j去、菌擦を表し、再反!定、曲譲の交点E~= (x o，Y 6')が自由

番手与える。

Brander & I三rugman[1983Jモデルで辻、各罷の

く出様介佐繋をもっているものと夜定されている。し

においてそれぞれ成立する均禽掻格辻同一むなる。この

る「同一段措での比較j、すなわ

内供給儲格安比較すれば、

〉い 饗罵条

て、議盤、外罷

め、ダンピング語、定

し引いた輪出儲轄と翠

(4) 
il¥  

p(zo) -C  一一1: <P(Zo) ¥G ~ ) 

となり、外関企業はダンピングを行なっていると される O 逆に、外菌市場で
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;ま自国企業が夕、ンピングを行なっていることになる。このよう 湾全業が立いに

相手国市場でダンピングを行なう現象を指して相互グンゼング、(reciprocaldump-

ing)とよぷ。

Brander & Krugman [1983Jモデルにおける(4)式で示されたダンピング発生

条件は、各国器内価格が等しくなることを考議するとき、次のような価繕・限界妻

鹿マージン率の形で蓄さ直すことができる。

p(zo)-E 
G -"，P(Zo)-C 
一一p(Zo) 、 P(Zo)(4)' 

これはさらに次めように書き直すことができる o

P(Zo) 
p(zo)<-5L (4)" 

本論文では各畠の自由繋易均額樋格が均等化しない場合において、 (4)"式が成り
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立っとき、指由貿易において自国政，腎辻外国企業が自 に対してダンピングを

行なっていると認定するものとする;ょっ一般には、ダンぜングが発生している

と判定される基準楠揺(以下、ダンピング認定繍格とよよ)訪日対して国内僻播p

(x十Y)の方が厳舘に抵くなるとき、すなわち次の条件が成り立っときに、自国政

府はダンピングが発生したと判定を下すものとするo

(5) p(x+ Y) <p 

では(4)"式、もしくは自由貿易下の外国価格 を考慮したP(Zo)/Gをダ

ンぜング認定価格とした(5)式に照らしてダンピングが発生するための粂件とは何だ

ろうか。これを求めるために辻、各国の均衡錨諮が市場構遣にどのように関わって

いるかを明らかむしなければならない。そのため立山、 (2)'式を次のように変形し

よう。

(6) 
}
三
辻
村
w

j
〈

rt
‘、一
q
L
M

荘
一
'
;
、
。一
1一E一ε

一
一
、
J

C
一

{

-F叩
ふ

L

、、
l

a
d
-

位
一
円
y

山

p
一

I 1-8H(。
εH (z (t)) 

(6)' 

しεH(z) … [dlnp (z) / dlnzJ -1 (または (Z)二一 [dlnP(Z)/ dlnZJ -1) Iま

自醤(または外国〉需要の価格弾力'接、。H(t)=x的/z(t)は均簡にお汁る自国企

業の本爵での市場シェアを表す。側、 (6)'式の辺々をたし合わせ、均衡錨格につい

て解けば次式を得る。

(7) p (z (1) ) = τ  
2 二一一
ε詰(z(t)) 

して外国の均衡樋格についても次式を得る。

C 

(7)' 
-
一
げ
山
一nHa
一
件
む

q
j
M
 

7
L
 
P
A
 

ここで次の点 されたい。関税率を引き上げるのであれ、また各企業の輸送費

込みの限界襲爵が上昇するのであれ、総生産量辻減少し、市場f面格法上昇するとい

う点である。しかしながら、(別式出6)'式からもわかるように、そうした費用条件
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の悪化がそれを実轄に被る企業の俸格 e現界費舟マージン率に及ぽす霊会響は定かで

はない。なぜならば一般には価格の上昇割合と(関税・事長送費込みの)誤算費用の

上昇割合でどちらが大怒いか一概は定まらないからである G

亘観的には眼界襲用が上昇した企業の僻格・限界費用マージン率辻億下すること

が期待されよう。以下ではこの条件が成り立つものとしよう。実際、需要の鵠捨弾

力性が一定であれほ、 (6)式1:::(6)'式からわかるように市場価格の上昇率は各企業の

穀雰費用上弊率を厳密じ下回る。そこで、議論のいたずらな煩雑化を遊仔、次のよ

うな仮定をおくことにする c

<援定4>各企業の関税・輸送費込みの限界費需が上昇するとき、市場価格の上昇

限界費患上昇率を下罷る。

きて、 (7)式と(7)'式を(4)グ式にf¥:入して整理すれば、自由貿易下でのダンゼング発

生条f牛を次のよう ことができる。

(8) 

上式からわかるように輪送費が大きいほど{つまり G、gが小さいほど)、タト盟

(または自国)企業の限界生産費用c(またはりが小さい(また;立大きい)ほど、
そして白雪(またはタト関〉欝要の価格縛力性が大きい(また辻小さい)ほどダンピ

ングは生じやすくなる。 (7)式、 (7)'式からわかるように輸送聾が大きければ

貿易が狩なわれる穀引外国市場で丹{商務:立高くなり 、<仮定4>から岳

での偶接侵雰費用マージン率辻抵下する傾向がある O また、外国企業の限界費用が

低いはど、そして自国企業の限界費用が高い氾ど、外国企業の輸出EE力は強く1動く

ために自器内価格は怒下しダンピングが発生する横向がある。最後に、畠醤需要の

価格弾力性が高いほど各企業はより弾力的な欝要に直面するので総生産量が準大、

穣務拡低下し、逆iこ外国需要の{連絡弾力性がイ丘いほど外国価格は上昇するので、そ

れだけダン日ングが発生する傾向が強まるわけである。以下では、自由

は外国企業による自国へのダンピングが行なわ札るものとする 3

く{瓦定5>自由貿易はおいて外盟企業は自国市場でダンピングを行なう。
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2.関税によるダンピング規制

本章では自嗣貿易下で発生する外国企業のダンゼングに対して自国政府がダンピ

ング防止税政策をとるとき、それがどのような経済効果をもつかを検討する。本来

ならダンピング防止税率は任意に決めることができ、たとえば禁止的関税を課せ(;;f

外国からの翰入をなくし、そもそもダンぜングが生じえない状託をつくりだすこと

もできる。しかしながら、禁止的関税は繋易の機会を失わしめ、さもなくぼ講られ

た貿易科議をi謀議させてしまう。そこで以下の議論では、ダンどングが発設する場

合、自雷政婿辻ダンピングをちょうど解摘しうるだけの関税を外菌企業は課すこと

によって、ダンピングを閉避する政策をとることとする。

その際、各企業が自悶政府の政策意図、具体的にはダンピング防止税の課税ルー

ルを予め読み込んで、販究戦略を練るか、また自国政府が設汁る夕、ンゼン

が各企業の販売活動に銃器するか否かにより、ダンピング訪止税政策の強果は大き

く異なってくる。第 1の問題辻、各企業が自罷設立寄が譲す罷税を斉与のものとして

仔鼓する〈つまり蕗器政婿が企業に対してシュタッケ/レベルグ・ 1)ーダーとなる)

か、もしくは逆に各金識が戦略的に販売活動することで自国政府が課す関税を

させることができる(つまり企業がシュタッケルベルグ・リーダーとなる)かとい

う問題である。

第2の問題は、とりわけ企業が自国政府に対してシュタッケlレベルグ・ 1)-夕、

となる場合に、外国市場での販売活動をも戦略鈴に変獲することでさらに恵国波野

丹ダンピング拐注意政策を変える誘患をもつかということむ寵わっている。

GATT第6条の 1に規定される生産費用と適正科識の和として求められる講成儲

格を夕、ンピング認定価格とする場合には、それlまどの市場からも独立した夕、ンピン

グ認定価格(以下、市場独立認定楠格とよぷ)であり、企業が他国での販売戦略を

えでもなんら影響を及ぽすことはできない。しかし、ダンピングを行なう外国企

盟内価格やそれが地に輸出する第3国販売髄懇をダンゼング認定価搭とす

る場合iこは、その罷りではない。外器会業は本冨内での員長発撃を拡大し、議惑を引

き下げれ誌、喜重致疫によるダンゼング規誕の額から逃れることがで、きるからであ

る。また、結互貿易を行なっている世界で辻、自冨企業は外関への輪出量を減らし

外盟国内摘格を引き上げることで、外国企業をダンピング規制の網にかけるこ

とが可能となる。このようにダンピング認定価格が各企業が販売活動をする他国の

内価格に連動するような場合(以下、これを市場連動認定嫡格とよぷ)に辻、各

E窓際害事おとダンピング 151 



企業が自国政府のダンピング防止税政策を ょうとする誘因は-J審議まる。

以下、 2.1態で辻、各企業が良盟政府じよる夕、ンピング紡止税を与えられたもの

として行動する場合立ついて、ダンぜング防止税欽葉の効果を検討する。 2.2節で

は、市場独立認定価格のもとで、各企業が自韻致詩の課税ノレールを予め読み込んで

行動する場合を検討する。 2.3節で辻、市場連動認定締穫のもとで2.2館と関様の分

析を行なう。

2.1企業の戦略的行艶がない場合の均欝

告国政府は、食業の行動を正確立予測することができ、かつ企業符動に先立って

予め一定の関税率を課すことができれば、 i選当な関税率によりダンピングを部避で

きる。このようなダンぜング紡止税致業の効果を箆るために、まずは関説率引き

げが資諜配分立及ぼす影響、そしてそれを欝まえてダンピング訪11::税率を求めよう。

ただし以下で辻自諮政府はグンゼング認定価格予を自由貿易の外冨機格に輸送襲

を考意したP位。)/Gの水準におくものとする。

ただ、し容易に確認されるように、この認定価格が閉鎖経済下での良国冊格、すな

わち自盟会議による数点揺搭Pm=p(xm) (ただし、 Xmは顎鎖経済下で自器企業が

る柏点寂売設を表す)を上居れば、ダンピング防止税政策詰岳器市場から翰

入を完全ぷ締め出してしまう可能性がある。そこで、以下の分析を

にするために、次のような震定をおくことにする。

あるもの

<低定6>自由貿易下の外展価格に輸送費を考騰して算定される夕、、ンピング認定価

P(Zo)/Gは、閉鎖経済下で自国市場において成立する独占備格

Pm =p(xm)を畿密に下回るc

関税率引きょげは自国国内儀轄を上昇させ、ダンピングが生じている当初の状況

に比べてダンピング認定鏑轄との格差を縮小する。実棒、 (2)'式からわかるように

外閤企業に対する課税はその輪出限界資屈を上昇させるので、関 1に描かれている

ように自国市場での外墨金撲の反応酪隷は曲鰻 R~Iミ Fから曲線 R~R苧へと下方

にシフトし、場簡はEgLヱニ (XGぃYGL)へと移る G その結果、外嬰企業の輸出量は

減少、戦略的代替関保(<仮定 1>)にある自間企業の閣内員長売援をは増大するが、

各金業の茂!車、強擦のイ噴きの絶対笹は 1未満(<長定2>)なので前者の大きさiif;義

者の大きさを上田る。その結果、総{供給量は減少し、自国市場価格は上昇する。

したがって、求めるダンピング防止税翠ta'ま次式を満たさなければならない。

(9) p P (z (ta)) 
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この関税率らを課せば均衡においてダンピングを完全に防止できる。このダンゼ

ング訪止税率は認定橿格予に依存するので、以下ではし試しばら(j5)で捜すことに

する。<荻定6>に照らそ;まわかるように、このダンピング訪止税ta(j5)を諜しで

も、外国からの義人が法絶することiまないことに注意さ?れたい。

それで辻、このような関税率賦課によって自国の経諮厚生辻どのような彰響を受

けるであろうかむ既に見たように、外国企業に対する輸入関税議案諜lまその自国向吟

輸出を減少させ、各企業の服売量が戦略的代替関保にある限り自国企業の国

を増大する。したがって夕、ンぜング訪止致策の国内藤業保護の目的は達成される。

だが、関税窓諜域自閣内総決給量を減少させ、爵内価格の上昇を生むので、自霞

消費者の損失のもとにき国企業は科謁の増大を獲得する。当初自由貿易であれば、

関税賦課により自国は関校収入を得ることができるが、それと自国企業の朝寝増分

の和が消費者余載の減少分を上回るか否かにより自震の車生は改善することも、ま

た悪化することもあるc 地方、外国にとって見れば、輸出から簿られる剥潤か減少

するために写生感化は回避できない。以上の立を鍛密に検討しよう。

議盟消費者が当該慰消費から寄る総消費便誌を狭義自の単調増加な関数u(z)で

消費者余剰 csは逆需要関数を用いて次のようにき愛される。

立母 cs=u(z)… p (z)z 

総余剰で、計った自患の経消厚生wlま(10)式の消費者余軒cs、(1)式の自罰金業利潤

π、そして関税収入T=tYの総和である。

(11) w=cs+ n+T 

ここで関経率の変更にともなう消費者余乗せの変化ムcs誌、 (1的式より次のように表

される。

(12) ムcs=-zムp

し上式を導くに際して、隈界消費寵益が議需要関数を与える (u'(z)=p(z)) と

いう関保を期いた。以下!:::.を患いて対応する変数の変分を表すことにする o

対Eきする自冨企業の科j間変化ムn!之、 (1)式より次のように表される。

(13) ムだ口(p-c)似十(p_S:) !:::.y+xムp十yムP
¥g/  

最後に爵税収入の変化ムすは次式で表される 0

(14) !:::.T = t!:::. Y十!:::.t.Y 

立1)-仕掛)式より、自富の摩生変化ムwは次のように表される。
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時 ムw=-y(ム刊日ムれ(p-ωr(寸)ムドムY

国内価格から関税を差し引いた鎧p-tは外間企業の闘聞に対する出有価格を表す

が、それは自閣にとっての交易条件に廷かならない。したがって、陣式の右辺第 l

(また詰第2項)は自笛の輸入盟(また辻輸出関)としての交易条件効果、つま

り輪入(または輸出)交易条件効果、第3項(また詰第4項)は自麗企業が悶内販

売量(または輸出量)を拡大すれば閣内〈または輸出)競売詣での配分上の非効率

が出減されることを表す閣内{また辻輸出)資源配分効果、そして最後の項は欝貌

収入議果忠義す。既に顎らかなように、均禽において辻自躍の関税政策は外部市場

にはなんら影響を与えない。ぞれゆえ輸出資課題己分効果は融かず、制式は結騎鵠F

のように書き直すことができる。

(15)' ムw=-y(ムpームt)ー(p-c)ムx十七ムY
ダンピング酷止税の淳生効果を見るためには、自出貿易の状態から品発してわず

かに正の鑓税率をかけるときにどのような厚生変化が生じるかを分析することが有

男である。この場合、関税収入議果は鮪かない。誌に明らかなように関税賦課辻

自由食業の国内販売量をま震やすので、屋内資灘配分効果辻車主主改善要因として錯し

したがって、鶴税試課により患部の交易条件が悪化しなければ、つまり関税引き

げ率に比べてそのときに発生する冨内機格上昇準が大きくなければ、臨霞の，写生は

必ず改蕃する。ここではく龍定4>より鷺説菜室諜は必ず輸入交易条件を改善させる。

したがって、島問の車生が関税率について狭義由であ札江、正の最適関説率が存在

する。

以上の議論からわかるように、 (9)式で、与えられるダンピング防止税taの賦採に

より自患の厚生が改善するためには、この最適関税率に比べてダンピング詰止税率

らがそれほど大きくなってはならさどい o なぜならiまこの条件が或り立たず、した

がってダンピング防止貌率が最嫡関説率よりもはるかに高ければ、関税率は過大と

り自由貿易の場合に比べて寧生が悪化してしまう可能性があるからである。後の

しをよくするために、この点を今少し詳轄に横討しておこう。

まず関税ではなしたと之江数量制当のよう会手段で外匿金業の輸出量を誠ら

ことができる場合に、ぞれが岳罷め翠生にどのような奪三響を及ぽすかを吟味する。

これは、凶P式で関税率をゼロにすれiまただちに評価される。ここで外臨企業の輸

を外生約に減らせる場合、自国市場での均警告辻自国企業の圏内議売反応、曲緯ょ

を移動し、自国企業の国内販売量の変化はムx=rHr(y)ムY、総生産量の変化は
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ムZニ(1-トr張'(Y))ムYとなることおよび融関企業の利潤最大北条{引2)、ムp=p'(z)

ムzを用いれば、 (15)'式は次のように書き寵される。

さず ムw=ーが(れ (24叫

したがって、 Y/z十rH'(Y) <0のとき、そのときに眼って外菌会議による輸出量の

外生鵠減少は自関車生を改善する。需罷企業の費用条{やが等しければ(つまり C

C、g口 G<日、 (6)式と(6)'式と安比較しでわかるように自由貿易では外国企業の市

場シェアは 1/2未識となる。このとき、自国企業の長定、曲線の傾きの結対{直が

1/2以上であれば上記の条件以持たされる。ま 自国企業による独占均衡から

出発して、外国企業の輪出量を外生的立増やす、つまり市場を外国企業ι欝放する

場合には、<仮定1>の戦略的代替関係の仮定から上記の条件は索に満たされる。

そこで、以下では自描企業の国内販売反喜由親上で常ι詫題となる条件が溝たされ

るものとしよう o

くf反乏 7> 自国企業の冨問販売反応、畠隷j二では、自出貿易均無点 E~の水準を越え

ない外冨企業の輸出量Yについて需にY/ {rH(Y)十Y}十rH'(Y)くO

が成り立つ。

に確認されるように、需要欝数が綿形であれば、この条件i討議たされ、した

がって外題企業の輸出量をさらに減少させれば自悶の厚生は一層改善する;言い

換えると、数量量規事5により外鴎食業の輸出量を裁らせるならば、外屋企業を自

場から完全に締め出すことが自国にとっては望ましい。これ誌詣国市場をタト罷企業

に開放して市場構築が缶下し、 j青聾者余剰が増えても、価格が眼界費用を上回って

いるために自罰金業が大騒な独占レント減少を被ってしまうためである

関現政策の場合には、上記の議論で問題となる外国企業の輸出量減少i玄関税賦課

による外冨企業の輸出限界費曜の上昇により裂き担こされる。そのために、関税技

入という追加的な科誌を自岡政詩誌卒受できる o この鑓税収入額がそれ誌ど大きく

なけれ誌、輿税政策下の畠器厚生も欝止的関説を課すとき となる可能裂があ

る。このような場舎には、ダンピング防止視の貫主謀は必ず自由貿易に比べて自国庫

生を ることになる。

さて、外閣の厚生変化も(15)式と毘謙広次式のように表される。

締 ムトー凶+Y均一ムt)+ (P-C)ムx+(ぺ-t)ムY
ただし、外題については自由蓑義政策が採用されていること、ならびに外国企業の
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制j関変化ムEが

( C ¥ 
ム日二 (p ムx-ト (p-~-t) ムY十Xムp-ト Y(ムp…ムt)¥G  ~ J 

となることを用いた。自国の場合と毘嫌に、同式の右辺第 1項{また法第2項)泣

輸入間{または輸出国〉としての外悶の事会入(また辻輪出).交易条件効果、第3項

(または第4 iま閣内{または輸出)資諜配分効果を表す。

在国の関税政策により外国にとっての交易条件が改警するそ野かは一概にiまいえな

い。だが、自国の関税政策はタト酉市場にはなんら影響を及iまさず、外悶の厚生変化

辻外国企業の輸出利j障の変化立等しくなること立着邑すると、(16)式より外国の隊生

は自躍の関税政策により必ず悪化することが次のよう立確認される。

C 
油r ムw=ムIIH [ p (z (t)) + y (t) p' (z (t))一一一t]ムY十y(t) p' (z (t) )ムx

G 
-y(t)ムt

ここでお返第 1墳は外国企業の利j間賞受大化条件を均衡で、静{話すればぞロとなる。

残った 2項i之、それぞれ、関税引き上げにより自国企業の国内販売撃が増大するの

である。それゆえ、タト菌の厚生は悪化する G

最後に、世界全体の厚生変化を吟味しよう o それ;ま(15)式と悼式の和として次のょ

っむ設される o

( C ¥ (  ~ c ¥ 
(1カ ムw-トムw=(p-c)ムx+l p一一)ムY+I P 竺 jムy十(P-C)ムX¥ GJ _A  ， ¥ A ';[) 

これはさらに次のように書き換えることができる。

立ちF

右辺の第1

まれる自

ム叶ムw=(p…dムけ(c-Siム (P-c)ムZ+fcilAy 
¥ 01 ¥ gl 

(または第3項)は自国(または外国)市場で総供給量が増大して生

{また泣外国)資諜離分効果、そして第2項(または第4項)は関税識

謀にともない自問(または外国)企業の器内販売識がライバルの販売にとって変わ

ることから生まれる生産転換効果を殺す。後者の効果は輸送費込みの限界輸出饗沼

が器内企業の限界費用に比べて大きい渡仏厚生悪化要鵠として鋤く。というのは、

限界費沼の器い企業による寂売が高い企業の競売にとって氏われば、経1資金体で生

産費用が増大するからであるc

自国政清によるダンぜング防止税政策では、外国の均禽誌変化しないので、

第3境、第4壌はゼロである。第1墳の自屈について

減少するので食となるo 他方、第2壌の生産転換効巣は、外国企業の韓出臨界費用
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したさもなければ非正となる。が自習金3患の国内販売緩界費用より大きい操り正、

がって、一殻に辻、世界全{本の経済原生がどのように変化するかについては確定で

きない。

2.2ダンピング防止課税ルールと戦略的輪出行動一一車場独立認定価楼

前節で辻、畠露政府は企業に先立って予め一定め関税率を課すことができ、

しかしながら、られたものとして行動するものと想定しされた関税率を

とりわけ外国企業が政府の夕、ンゼング認定植揺を予め知ることができれば、

け競売量を戦略的に減らしてダンピング規制の鰐から逃れようとするそtuま密

だろう。本館ではそうした外盟企業の戦略的なダンゼング田避的輪出行動を市場犠

主左翼主主楢格の場合について検討する。ダンピング認定鑓籍が市場のパフォーマンス

から強立に決定されているので、ぞき企業試外国市場での薮売戦略を変更してダンピ

ング防止致策に影響を与えることはできない。したがって、告企業の戦略的賦亮行

このようるcら組立とマンス泣自しても外岡市場のパフォ動の余地

な理出で以下の分析は島出市場に絞ることができることに注意されたい。

蔀節と同様に自冨致府のダンゼング認定価格P泣タト躍の自由貿易均欝倒

したP(Zo)/Gに等しいものとしようo関1を患いると、 (4γ式

および(5)式のダンどング認定条件に話触しない販売量対辻OCoC~穣域により表され、

公
h

格に輸送費を

境界線 CoC~上では次の関係が成り

p(z) (18) 

この議界嬢上の配分であれば、外盟企業はダンピング認定をかろうじてすなわち、

されるよ

うに2.1範で検討した自爵政府がシュタッケノレベルグ・リーダーとなるダンピング防

止税政策下の均欝EgLが存在する。

免れる c そこでは下この境界線をダンピング制約嬢とよべば、容易

る自国市場様絡p(z)がダンゼこtu土、

内鑓揺が認定偶格めである。政府誌実現されるしくなるング認定価格予

ものダンピング訪税率ta(がをそのときに罷って前首で求めを書iるとき、

Zとダンピング手に俵なわち、外龍企業に課される欝軽率とする G

存し、その爵擦を t(z，p)で表せば、ダンピング拐税の課説ノレール辻次式で表さ

ta (予)if p (z) <p 
o otherwise 

f
l
l
J
1
l

、
一一
、1
ノ-p z
 

/
曹
、
ム
?
し

tLる。

このようなダンどングP訪ょと税政策を各企業が予め読み込んで行動する
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それで、は、

(19) 



とき、どのような均慌が実現するだろうか。この点を昨日米するためには各企業の反

応関数を改めて求める必要がある O

自岡企業については、その国内寂究利蒋辻間企業の販死量だけに依存し、した

がって関税率に辻依存しないので、その皮応関数は自由貿易の場合と一致する。

それに対して外間企業の利器はダンピング務止税が課されるか否かに法定的に依

存する O すなわち、自国政時の課税ルールを予め競み込む戦略的行動の余地辻、外

盟企業だけにある。それは自忠繁易よりも少ない輸出量を予め選ぶことでダンピン

グ防止税の態課から免れることができるのである。以下、こうした外盟企業の戦略

的輸出行動が良定、関数の形にどのように表されるかを吟味しよう。

まず、次のような2つの変数を定義する。第1に、ダンピング制約操上で、自国企

内販売量Xに対する外国企業の輸出量を YD(X，p)と示そう o これは、自

国企業の販売量xを所キとしたときにダンピング認定を受けない外国企業による

最大輸出量を表し、次の関様式を満たす。

(20) p (X十YD(X，p))

関様にむ(Y，p)は外国企業の輪出量Yを所与としたときに外国全業がダンピング

認窓を受けない府間企業による最大国内販売量を表し、次の関様式を;持たすものと

るo

(20)' P(XD (Y ，p)十Y)

時変数は、共i之、ダンピング制約線 CQC~を表す関数であることに注意されたい。

以上の記号を期いると、外国企業が直認する輪出利潤関数は次のように設され

る G

(21) 時 (Y，X)口{百円Y，x，O) ifY::s:; YD(x，p) ，i.e. ，x::S:; XD(Y，P) 
l rrH (Y ，X ， ta (p)) otherwise 

(21)式をもとに、図 1を用いて外国食業の皮搭路線を求めよう o

まず初めに、明らかに患由貿易下の反応関数RH(丸 0)に従って輸出量を決定し

てもダンピング観的に抵軸しなければ、タト開企業はその輪出量を選択する。すなわ

ち、国 1でいえば扇 ぬ以下であれば、外間企業は自出貿易下の

反応曲鰻 R~R ~rl二沿って輸出撃を決議する。

第2にわかること誌、自国企業の国 XK以上 XGL以下で、あれ辺、外題

企業はまさにダンrング認定を受ける臨界的輪出藍YD(X，折、醤い換えるとダン
ピング縦約錦CoC計二沿って輸出決定する。これは次のような理由による。外国企

業にとっては、ダンピング髄約に抵触する臨界的輸出量YD(X，がを選ぴ課税を田
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は護雑である。なぜごとらばダンピング防止税ta印) されている場合でも、自

避するか、もしくはダンrングして課税を甘受しつつも輸出を拡大するか、いずれ

かの選択が可能である。しかし関 1からもわかるように夕、、ンピング諜裂を受けた場

合に選択される輸出驚(皮忠曲線R'投手f上の輸出量)で辻、ダンピングは苓効;こ

冨避できる。これに対してダンピング制約に抵触する語界的輸出議YD(X，p)を

べば、課税者毘避できるだけでなく、本来の輪出利潤最大化輪出盤(反応癌譲 R~

R~'上の輸出量)むより近いので、より多くの利講を薄られる。以上の竣自により、

問題となる状況で、は外国企業はダンピング部約線CoC~に拾った輪出決定をするこ

とがわかる。

最後に自題企業が XCL以上の居内販売している場合が桟るが、この場合の輸出、決

開企業に対する外国企業の最議長応輸出量ではダンピングが裁きてしまうからであ

るo <伎定2>のもとではダンピング斡釣繍CoC~よりも課税下の外菌企業の反応

損綿R干Rずの方が傾きが緩やかなので、自国企業がダンピング髄約下で悶内市場

を強占する販売量 C~ を ときに、ダンピング制約を穣守する場合の最適輸出量

がゼロとなっても、課税下の最瀧反応輸出量辻離蜜に正となる。言い換えると、こ

の場合にはダンピング紡止裂の賦課を甘受した方が樽策ということになる。

島悶企業の盟内販究量が XCLのときにはダンピング翻約を守る方が関税問避の分

だけ税調が高くなること、および、ダンピング棋約削l霞守する場合の最大科講ならび

に課税下の最大粍瀧は共に自由企業の国内販売盤が増えれば単調に減少しているこ

とを考藤すると、自間企業の閣内販売援が C~に到達する蔀に課税甘受の方が簿策

となることがわかる c ダンピング制約頴守と諜税甘受が無義別となる臨界約な自国

よる部内販売量はダンピング認定価格予に飯事して一意認定まるの子:以

ではそれらの関探を文(P)と ることにする O ダンピング認定議轄の上昇は

ダンピング額約鎮守時の利轄を引き上げるので、開題となる宙関企業の臨界的関内

文(P)は増大することに注意されたい。

以上の考察より、外国企議の反攻、関数は次式のように与えられる。
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爵 l では、対応、する皮応、曲織註辞れ練 R~KIJR されているつ

以上より、両反応、曲議の交点ErTが均構点となるが、これは明らかに政府がシュ

タッケルベルグ・リーダーとなる均禽点E~L と一致する。だが、後者と比較して椀
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者は次のような特徴をもっ。第uこ、外国企業辻現実にはダンピングをしない。と

いうのは、信1)式に表されているように、外国企業は夕、ンゼング認定を@]避する臨界

的な韓出量 YD(X，料金選択しているからである。第 2Iこ、その結果、外国企業が

戦略的に行動しない場合の均衡で禅られた関税校入を失う。

以上の点に寵意しつつ、市場独立認定価格の均禽 ErT を自融繁易均携 E~、政時

がシュタッケルベルグ・リーダーとをる均衡 E~L と車生比較しよう。まずく仮定

7>から自由貿易均簡に比べて厚生は改善する。外間企業の輸出量が減少するの

で、 <1長定2>より総快絵蓑が減少し、横搭が上昇するために、自閣の消費者余剰

は減少するが、その減少分をよ由る自国企業の器内販売利潤の増大が発生するため

である。均衡 E~L とを比較すれ法、重己分は同じだが恵国政府は関税設入を失うの

で、その分だけ揮さ住誌悪化する o

外堕の厚設立ついてiまどうか。自由貿易場衡と比較すれば、外国金識は自彊企業

に市場を奪われて輸出利潤を矢う分だけ、外罷の車生は悪化する。また、自罷政

務がシュタッケルベ/レグ・リーダーとなって夕、ンゼング防止税合議す場合と比較す

れば、課税を免れる分だけ厚生が改善していることは明らかである。

世界全体ではどうか。いずれの均簡をとっても外閣の艶分は影響を受けないこと

に注意しつつ開r式を用いれiえ世界全体の翠殺は、自国政月すがシュクッケノレベル

グ・ t) …ダーとなる場合(均箭 E~J と外臨企業がダンピングi窃.Il:課税jレールを

で戦略豹輪出決定する場合(均衡Eiりとで等しい。唯一の違いは、前

者の鳴禽で自悶側に発生する関税収入が外国に帰属することだけである。

2.3ダンピング民止調税ルーんと戦略的輸出行動一一市場謀議室認定価格

は、自霞訣婿がダンピング認定をする基準樺格が、外儲揮権からは狛立な

場合を竣討した。しかし、実際の夕、ンピング認定で行なわ札るように、

格か輸出企業本国での霞内装売棚橋に依存する場合には、夕、ンピング総窓描桂泣外

冨市場のパブォーマンスに主義較する。すなわち、輸出企業が本躍での国内販売を

やして悶内価格を引き下げれほ、その分だけダンピンクゃ認定価格もさiき下げられる。

このように、市場進勲認定価格のもとで輸入国政府のダンピング防止税についての

課税ルールを輸出企業が事前に競み込んで内外の販売決窓をする場合には、車場玉虫

立価格の場合に詰働かなかった輸出国国内での販売量を戦略的に鉱大するという

思が働く。本語では、こうした戦略的行動がダンピング、防止政策の効果にどのよう

及ぽすかを明らかにする c
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市場連動認定榔格下の均欝を求めるために、各屋王託業の各市議での反応、関数を求

めよう。自国企業については、その科謀関数は外部企業の内外販売驚に法存するが、

関税率にはなんら影響を受けず、それは自由貿易下と同じである。したがって、市

場連動認定価格のもとでも自国企業の各富市場での長定、関数は白出繋易の場合と変

わらない。

それでは外間金業の場合はどっか。そのネrH間関数は次式で殺される

I TY P (Xふ叶¥
IIH(Y，x，O)明 (X，y)if X S XD ( y，ーすJLj

TY  _ TY  ! TY  P (X +v)¥ 
i.e.， Y三三 YD ( Y ，…一一~)(23) II

DT 
(X， Y， x， y)口J..c.，..L ..LD ，..L， G J 

I _0  I TY I P (X +v) ¥¥ 
l IIH ¥ Y， X ，ta ¥一万JL/リ+IIF(X，y)

otherwise 

し、 (4)"式と(18)式に照らして市場連動認定締格が手口P(X十y)/Gという関係

を溝たすことを用いた。ダンピング語、芝樋格が外匡i園内調格に依存するために、外

盟企業の各競売議は自国企業の内外販売量にも法暮することに主主意されたい。

総式より、外留企業i之、ダンピング制約に抵触しない顕り、自由貿易下の民応関

数に従うであろう。すなわち、前節の悦式の結果を導く際に用いた議論を科躍すれ

自国企業の内外競売量が

(~UI A¥  P (RF (サ十y)¥
X S XD i RH(x，O)，己

という条件を満足する譲り、臼由貿易下の反感関数R汽X，O) (またはRF(y)) に

て輸出(または国内販苑〉決定する。

白血貿易下の反応、撰数に従って内外の競売量決定するとダンピング制約に誕触す

る場合はどうか。この場合、外爵企業にとっては次の 2つの選択設がある。すなわ

ち、第 1にダンピング制約に抵触する議界約な輸出量Y詰(X，P(X十y)/G)を輸出

するか、また辻第2にダンぜング訪税ta(P(X十y)/G)を甘受して輸出するかで

ある。しかしながら締式を導いた蔀箭の議論から直観約に理解できるように、均衡

において第2の選択肢がとられることはない。これは次のような選出による。

f友に後者の選択設がとられたとすると、均衡においてはダ、ンピング鰐約は宥効で

あり、かっ自国の配分は自題全業の国内践売京j定、曲糠上になければならない。この

とき外国企業は均禽での輸出置を当初より選択すれ誌、ダンピング訪止税を回避し

つつ同じ均箭配分を実現で、きる o その結来、関税回避の分だけ簿するからである

そこで、以下ではダンピング制約抵触下では第 lの選択枝、つまりダンピング制約
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ニのとき外国企業石ことにする。に抵触する臨罪的輸出畿を選ぶとして分析

が室面する利潤関数は跡式より次式のように表される。

( YD ( X巳号泣)，X，O)十IF(X，y)豆DT担心

自とするような戦略的輪出行動をとるとき、
、炉事

、ー、司締式からわかるよう

国企業の販売戦略を所与とすれば外国企季最の利潤は本国での国内政売量だけ記長存

内販売量をにとって最適なるというする。制式の利調者最大

RF(y)よりも大きくなそれ辻必ず自由貿易下で選択されるφ(X，y)で表せば、

自国でのダンピング制約を内販売を増やし、の雪本

う
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ること内販売剥潤よりも多くの輸出利j悶の増大を

ができるからであ

以上をまとめると、外間食業の最適関内販売・総出反応関数は次のように表され

(~UI ，̂ I) (RF (y)十y)¥
if X ::;: XD ( R H (X ， 0) ，己 J j 

(x P〈φ(X，y)十y))
G I otherwise 
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信号

P (RF (y)";"y)¥ 
(X ， 0) ， _L  -'---'-"-'----=--'-hζXD  ( 

otherwise 

I RF (y) R!;τ(X，y) = { .n. ¥:1 

1φ(X，y) (> 
話。

(y) ) 

RF(y)が成りしx=xD(RH(X，O)，P(RF(y)十y/G)となるときには〈ゃな，y)

されたい。J.-
~ ~ 

た

ダンピング制約が有鶏に犠く均衡配分(XDT，YDT，XDT， Y DT)辻次の関以上より、

係式的欝たすα

XDT =rH (Y DT) 

YDTココrF(XDT) 

XDTニくや(XDT，YDT)

YDT 

まず外ことiJ'fで、怒る。このような持衡辻図 1 およぴ図 2~用いて次めよう

閣の童三分について誌、外国企業がダンピンク、、制約を緩和しようとして自岳貿易下よ

こう Lた行動が反応曲操の曲機設F畏F'を増やす。図2
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悶2

y 

m 

F r 

， 
F T 

。
RP' m' X 

から
23) 

③〈γへの外側へのシフトとして描かれている。滋 出民底、曲線

あるから、外国の均無配分は新しい外国企業の良部曲線φ〈γと自国企業

の反略的機

ると、

との交点EbTで、表される。畠lII翼嘉均欝Eo(::=E =E lT)と比較

1> (戦略的代替関係の俣定〉および 2> 高時禽の安定

から、境警trE bTで、辻タト盟企業の摺時観発議誌増大し、自国全

し、総鉄詮量は増大する。外国の器内繍棒は龍一F 諸費者はそ

ける o そして、自題全業の市場シェア辻減少するので、その輸出判j慢は

減少す

しかし、 内販売の面で利潤を増やせるか否か ない。その

国

ダーとなる

が十分強く、外国市場で外国企業がシュタッケルベノレグ・リ

に比べてその国内販売量が十分多くなってしまえば、外国

企業の悶内販撚利潤がかえって減少してしまう可能性があるからである。したがっ

て、外国市場だけに着目し、輸出利潤の変化を無視しても、 る

ミカ一
台
自

ミカ 明らかで誌ない。

どうか。上で見たように外圏企業による戦略的な閤 ;ま
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外国{語格者低下させ、したがってダンrング認定価格を引き下げる C そのために、

図 1 に諮かれているように、ダンピング龍約藤は市場桧立認定繍格下の藍嬢 C告C~

よりも外側の哀意義CDTC~Tへとシフトさせる G 求める均衡はこの新しいダンピング

額約親と自国企業の国内販売皮搭菌襲rHrH'との交点E で表される。留からわか

るよう託、市場独立舘轄下の均荷に比べて自国企業の器内販売景は減少し、外国企

業の輸出議辻増大する。この均構の変化にともなう陣生の変化i土、自由貿易点 E~

から市場独立嬬格で、外国企業が戦略的に輸出決定する場合の均催EfTへの移勧告遂

にたどるのと関様である。自悶の消費者辻悶内価格母下より恩恵を受丹、外国企業

の輸出稿j隠は増大、そして盛田企業の関内綾売利潤は減少する。 7>と(15)"

式より自関空手生は均衡EfTよりも悪化する。

また、ダンピング制約が有効である罷り、閣内鑓轄辻自由繋弟均欝掻格を必ず上

る。そうでなけれ法、外国食撲はダンピング制約iこ挺簸プずることなし議酪貿易

下の輸出撃を選択できたはずだからである。したがって、鵠nより、<仮定7>の

もとで、臨盟の草生は自由貿易よりは確実に改善する。

設界全体の厚生はどうだろうか。締'式に照らせばわかるように、これは各岡市

じる厚生改善要因である資源記分効果が、生産の再配分によって金じる生産

戟換効果の相対的大小関係に依存する。既に見たようは、各留でiま違憲主佐藤盤が増大

するので、議事占の非効療は減少する。だが、そうした総生産量の増大詰相手国企業

による。したがって、輸送費込みの限界輪出費用が限界圏内競売襲用

よりも高ければ、襲用条件の議い食業の生産量之が増大するため託、生産転換空き巣は

没界全体で拭塁手生悪化要闘として働く。

3.数量規制によるダンピング規制

今日のダンピング訪止政策で、は、数量規制によるダンピング規読の事荘はない。

しかし、数議規制を罷射親定とするダンピング規制を行なうことによってどのよう

なことが超こるかということを検討し、関説を罰則腕定とする場合と比べることは

理論的に意味があるように思われる。以下で辻、グンピン

験入を完全に禁止するという合商禁輸政策を例にとって、

グ紡止致策の効果を検討す

は外国からの

によるダンピン

ただし、欝税政策の場合と辻異なり、自思致密が企業に対してシュタッケノレベル

グ・ lJーダーとして行動する場合立ついては分析を省略する o というのは、本論文
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で考えているような数量競争の場合立は、外匡企業ぷ対してはいわゆる関税と数量

割惑の同鐘命閣が成り立つからである

また、分析を単純にするため辺、当該封は時間的に減耗が著しい財であり、

企業は当該財を本震にi返送したとしても再び、本信市場に供給することができないこ

ととする。このため、外菌金撲は、もしダンピングと認定されれば追加的立輪出量

りc(>O)だけの損失を被ることとする

次の3.1節では市場独立認定価格の場合について、 3.2鮪で、は市場議動認定価格の

場合について検討する o いずれの場合ふ関税によるダンピング防止政策の場合と

辻異なり、新たに印国企業が戦略的立国内販売・輪出決定をするようになることに

着容されたい。

3.1数量規制下のダンピング防止まま策一時市場猿立認姐価格

本主主では、自国政府がダンピング判定のために市場独立認定柵格を設け、それに

摂らして夕、、ンピングが発生すれば外国からの韓入を全面的に禁止するという、ダン

ゼング防止政策としての数重量規髄ノレールを各企業が予め読み込んで行動守る場合に、

ダンピング訪止政策がどのような効果をもつかを検討するG

ダンピングが発生したと認定されるのは、 (5)式が成り立ち、霞i今{語格が認定髄諸

手を割るとき、すなわち次の関保が溝たされる国内配分(x，Y)が実現するときであ

る。そして、この場合には外盟からの輪入が完全に禁止さ紅、閣内市場は自畠企業

による独自となる G

このようなダンピング認定基準を予め読み込んで行動するとき、各企業の利潤関

数はどのように表されるだろうか。ダンゼング認定価格は他富市場から組立である

から、外国市場の均額は問題となるダンピング防止政策lこよりなんら態響を受けな

いので、自出貿易下と爵じ均衡が実現する。したがって、各企業とも自関市場での

販売利潤だけに善自すればよい。外国企業については、ダンピング認定されれ誌、

当初の輸出量単位当たりについてだけの損失を被るから、その輸出辛'17鵠関数は次式
8) 

のように表され

立ち
J IIH (Y ， x ， 0) if x 三三 XD (Y ，p) ，i.e.， Y :o二 YD(X，p) 

日弘(Y，X)ヱイ
山 l-cY otherwise 

ただし、む(Y，p) (また泣 YD(x，p)) 立2.2箆の側、帥F式で定義したよう記、外

霞企業の輸出量Y(または自国企業の国内販売量的に対して国内儲格がダンピン

グ認定樺格予を下田らない、自国企棄による最大閣内緩売競(または外態。企業に
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よる を表す。

このような輸出機会に るタト盟企業の輸出皮M5盛譲は、図 lを期いて容易に

求めることができる。告患貿易下の反h芸能織に沿って輪出決定をしてもダンピング

制約に誌触しなければ、外冨企業にとってそうすることが得策である。しかし、期

由賓易下の輸出訣定がダンピング制約に抵触する場合には、制式からわかるように

損失を被るしかない。この場合に辻、ダンピング鶴約に話触する議罪的翰出量YD

(x，がを甘受するしかない。以上の考察からわかるように、外国食業の反五五、曲棋は

図の畠譲豆 ~KC~でき長され、関数としては次式のように表される。

(28) 

官訪

r RH(X，O) ifRH(X，計三二 YD (X，p) 
E之島(X)= ~ 
IQ ¥-"-1 l Y D (X， p) otherwise 

これに対して、自 内競売利j間関数は次式のように表される。

r )TH(X，Y) ifx ~ XD(Y，p) ，i.e. ，Yζ 
弘(X，Y) = i l )TH (X， 0) otherwise 

(x，p) 

自国企業の反応、関数は次のように求めることができる。まず、自国企業はいつで

も戦略的に外盟企業をダンピングに追い込めることに注意されたい。このとき見込

める最大利j障は、臨調企業のみでダンピング棋約の臨界供給量Xc部}土XD(O，P)を

銀売し、外国食業の販売する余地を奪うことによって簿られる額計(Xc桓)，0)で

ある c このときの主主禽辻図 l で、は点 C~で示され、この点に対応する告

鴎鰻が曲線 πi昔 C~で濃されている。

自国企業法、こうした戦略的ダンピング誘発行動ではなく、外国企業の輪出を受

容するという投替的な瀧択肢ももっている。外患企業の輸出議室Yを所与として、

宮冨金業が機得できる最大利識はが(r到(Y)，Y)であるから、これが先に求めた戦

略的立外調企業をダンピングに溶い込んで麓得できる最大引j聞が(XC(が，0)を上

るとき、そのときに探って外国企業の輸出を受容する。塁走に指摘したようにポ

(rH (Y) ，ちは外国企業による輸出最Yの減少と共に増大し、 Y口 Oのとき控占利義

に等しくなる。ダンピング語志議機が閉鎖経済下での自国市場の独占摺格を下田る

ものとすれば、ここで求めた独占科譲は戦略的ダンピング誘発行動により礎得でき

る最大科1闘を上回る c また、ダンピング制約織と自国企業の反応曲練との交点

E~L(=E 引では、閉じ市場担格ならより多くの市場シェアを縛る方が書なので、

戦略的ダンどング誘発行動が選ばれる。

以上から、戦略的ダンピング誘発行動と外霞金業の受容とが無差呈せとなる

よる韓出震が一意に存在することがわかる。図 1ではこの蕗界的輸出
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戦略的ダンピング誘発時の最大利j関に対応する等利潤曲操 Z i昔 C~ と自盟企

業の反応、曲線との交点Eiすの縦軸鹿標に相当する。これはもちろんダンピン

グ認定価格p

臨1では議

連続な畠畿となる。

るので、以下ではそれをYlB(手)で表そう 。したがって、

内販売員応、曲擦は嬢分rH'Eiきと隷分HGから構或される不

念のため、 を開いて自 内販売反liIS関数を表せば次式のようになる。

告母 、zr'
J

、、香，
Z
8一nuh

J'
書、、ρしx
 

、、き，，
…

p
 

，，墨書、、ち

m
u
h
ゆ

，，e
2

、守
F働

i

f
i
t
c
 

J

i

v

A

 

一…

e
……

，5
2
2
5
3

、322
5
豆、

、主審，，Y
 

J'z
・篭.、
話
m同
γ
A
 

if Y <YlB包)
ifY Yj話争)
ifY>YrB(。

ただし、 XrB(持

タト盟企業の

表す。

以上の結果からわかるよう

(Yr蕗(長))i之、ダンrング誘発と外島企業の受容が無差那となる

して識者の選訳駿をとる場合の最適JX定、国内販売量を

rH'E!守と鰻分説Gから構成される議

時均簡は存在しなくなる。し

簡である。実際、次のようにして、

が販売量XIB(がと Xc{引を確率的

る

自国企業が確率ρE(0，1) 

輸出利潤Err誌(Y)は次のように

R~KC~ と自国企業の隷分

反応、曲繰と誌交点をもたず、純粋戦

るとすれば、それは混合戦略均

YIB (P)を確率1で、自国企業

ことが均衡となることを示すことができ

Xc(p)を

される。

外国企業が見込める期待

Err見(Y)ニ J(~-ρ) rrH (Y ，XrB (p) ，0)十ρ(…げ)ifY47IE(p)
ー Lρ( S-Y) 

この場合、外国企業は自国企業の蚊究撃 XrB(P)に対して夕、ンピングを引き起こ

すような輸出量を選択すれば必ず常にダンピングすること;こなり、損失のみを被る

ことになる。それゆえ、外展企業の期待軒躍を最大にする輸出畿は Xr蕗(がに対し

て詰ダンどングを引き起こさない水準で、なければならない。ニ

期持値を最大化する輸出量Y本 iま次の期待利潤最大化の 叉同

なければならない。

(31) 
dErr孟(Yつ δ豆註(y*，XIB年)，0) 

=(1-ρ〉…ρdY ，- J~' aY 

この条件からわかるようにY勺ま R百(XIB(が，0)を下回る。 もしY学二二浪践 (XIB(長)，0) 

なら、総式の宕辺第1壌はゼロとなり、 ρE(O，l)である経り担)式試満たされなく
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なるからである。そのため δIIH(y事，XJB(:P) ，0) /θY>Oすなわち R封(XIB(P) ，0)と

なることに注意すると、均衡で崩盟会議が販売盤 XC<併を議択する確率p'立制)式
よりとためように求めることができる。

(32)ρ 
丹、ぜ

先の注意より、分子辻正なのでρ巴<0，1)となること されたい。これより、

外国企業の最瀧な輸出量Y本は、。<y*くまH(XIB (予)，0)を議たす。こうして求めら

れる Y本がYIB<引にiまかならをい。白雪合業:まY本のもとで無義別な戦略XJB(がと

た (p)のどちらかを選択し、実現する結果LJ:， E 1守点か C~点のどちらかである。

実現する金均衡が府自賓易均禽と比較してどのような恵会主上の合意をもっかについ

て検討しよう。 しうる艶分は点 E または点 C~であるから、それぞれを自由

貿易金均衡 E~ と辻較すればよい。(15)"式および<伎定 7>からわかるように点 Eìき

では自闘の厚生は改善している。ただし、このような車生改替は、消費者余類の減

少を上回る悶内鼠売粍溜の増大によることに注意されたい。

さらに、同ーの認定嫡格のもとで関税によるダンピング政策を自商政晴が諜思し

外国企業が戦略的行動をとる場合の均衡点広島'i，閉じくく伎定7>から自虫

均禽よりも望ましい。また、点 E?T と点 C~では圏内横揺は変わらず、したがって

語費者余剰も不変だ、が、自罷企業の関内販予定利j閏が増大している C 以上から、点 C~

が実現する場合も、自忠貿易立地べて自由の厚生は改饗する。

地方、外国企業の輸出科講か確実に減少するので¥外臨の経済厚生は確実に悪化

する。加えて、ダ、ンピング防止政策の手設を隈税とする均衡院長に比べても

悪化していることに注意されたい。

ここで主主意すべき点i立、同ーの市場務立なダンピング認定価格を掲げ、各国会業

がそれに対するダンピング跨止政策の実施ルールを予め読み込んで行動する場合に

関税よりも数謹書1]当を政策手段として探用する方が滋冨にとって有料だという

ことであるc こうした省利牲は、層内諸費者め損失を上司る鹿内企業是の科j関増大託

銀拠しているが、通常、器内に様格支配力をもっ企業が搭在する場合には関税に比

べて数量割当の方が淳生悪化をもたらすという主張に諮らしてみると、興味深しミ結

果である。

168 B本総済研究 No24， 19吉3.5



3.2数量規制によるダンピング訪止政策一一市場連動認定価格

本節では、ダンピング認定価格が外国盟内価格に謀議主守る、すなわちぞれがp

P(X十り/Gで与えられる について検討する。このような市場連動認定額梧

の場合に、 (5)式で表されたダンピン とそれに基づく数議規制ルールを各

企業が予め考悲して内外の販売戦略を決定する場合iこは、既iこ第2章でも明らかに

したように外関市場での販売訣窓が大鋸な影響を受ける。外国企業辻本国内での版

を戦略的に増やし、ダンピンクー寄せ約を緩和しようとするからである。しかし、

によりダンどング訪止政策を実擁する場合には、言盟企業も外国市場に対

る輸出量を戦略的 しようとする。なぜならば、そ を戦略的に識

らし、外国器内締格を引き上げることで、外国企業が直前するダンピング制約を

くすることができるからである。以下、このような各企業の戦略的販売決定を検討

。
、ぺノ
ト
品TV
 

部議の議論を踏まえれ球、問題とするダンゼング肪止政策下で各企業が蓋富する

平IJ?間関数i立、ダンピング認定価格pをP(X+y)/G
34) 

ことができる。

き強えて次のよう

cY十立F(X，y) 

( P(X-いy)¥
(X，y)if Y:O;; YD ( X一一一一ι)J/'.~-~ lJ\'" G I 

i . e. ，X :0;; XD ( Y，主ぞ丘)
otherwise 

事説

/ IT珪(Y，x，O)

ITDQ (X， Y ，x，y) =イ

告母

/ π珪(X，Y)十だF(y ，X) if Y三三 Ybi x !3 
f ¥G  l' 

7lbQ (X， Y ，X • Y) = i ，_ __ __ f u P (X十y)¥l I.e. ，XζXD  ¥ Y， ~ '.e;' .1/ ) 
万世(X，O)十nF(y， X) otherwise 

自国会議の反応、関数から求めよう。まず初めに、 に穫認できるよう 自由

融宙実易下の最適氏五官報出量rF(X)を ときに実現する市場連動認定彊諮

P(X十rF(X))/Gが閉鏑経済下の自国税出櫨格p語以上で、あれ誌、自国企業はrF

(X)だけの輸出をする一方、国内で泣戦略的ダンピンクゃ誘発行動により外国企業を

締め出してまさに独占均衝を

事9

をそれぞれ文弘(泊、?私(X)と表せi工、次式が成り

{ : c /~~C (ωifME 
y お(X)ニrF(X)

次に Pm> P(X +rF(X)) /Gとなる場合を検討しよう O 慨に本草の雪頭で述べた

きる。このときの最違反応国内販売議と
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ように、詣醤企業は内外の絞売量を戦略的 とで自霞市場で外国企業を夕、ン

ピング制約に遣い込める。この場合、前部の議論からわかるように外器への輸出量

yを所与として最適な国内販売量は Xc伊夜十y)/G)に等しい。制式より、最適

な輪出量はこのた伊(X+y) /G)を欝内販売利潤関数に代入して簿られる

( /P(X +川¥¥
kmzd l xc i-τ ，0) + 7tF (y ， X) 

を最大;こしていなければならない。最漆輪出量は外国企業の国内販究量Xに寵存

するので、ぞれをゆ(X)で表せは、これは自自繋易下の最適反感輸出量を鵡えるこ

とはなく、一般に下IIDる。なぜならば告冨企業は輸出畿の減少を通じて外題錨惑を

引き上げ、岳器市場で外関企業が渡面するダンぜング制約を強めることでより多く

の手IJ縄を得ることができるからである。すなわち、この場合の各最適反応践技量

辻次式のよう立表される。

(35)'J 支対凡8弘Q=XたC(戸p判(X1マf∞ω〉つ)(>X冶判Xc刈むc(切ωωhω叫)乃)げi立fPm>f戸P町(はX勺1τでF吋(∞Xお〉
L ? 3弘母(X) ご口=φ (X) (<r戸F(X)リ) 

ただし、京tli関関数の連続性から PmニP(X-トrF(X))/Gのときには笈品(X)ニXc(P

(X+φ(X))/G=父c(Pm)ならびに子お(X)コ φ(X)二 rF(X)となること辺住意され

い。また、この場合に辻、

-，P(Xートφ(X)). r r> ~ P (X十rF(X)) 
(36) Pm if P臨>

が戒り立つ。なぜならばPm三二 P(X+φ(X))/Gであれば、自罷市場は独市となる

が、その場合には輪出持離により鹿内ダンピング制約を強めてもなんらの粍益は生

まれないので、自国企業は必ず輸出量yをp悶 >P(X十y)/Gとなる水準まで減ら

したが需策だからである。

以上の議論をまとめると、戦略的ダンピング誘発行動下の最適鹿内販売議文弘

〈おならがに最適皮誌、輸出関数?お{おは島由貿易下の皮応関数 (X)と次式で表

されるような欝俸をもっ。

r Xε(Pm) if P血、 G

1 __ (P(X+φ(X)) ¥ ___ 1_ ¥:."- P(X十rF(X)) 
続 出 X)ぉ iXc ~ -' V~ 'G \~~J/ ) 凶 思〉均一→

(c (P仙 φ似¥{， -- (- ¥ ¥:-" - "-P加問)) l Xc ( -' i (> Xc (Pm) )if Pm> 、 G / ，，- ..<:oo..¥，... '.t"'l!l/ " ......... P 
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間 P

φ(X) =rF (X) if P罰

P(X十rF(X)) 

(X) y 告患

(X) ) 

G 
Pm {こ }P(XY(X)~ifPm {二}P(39) 

このような戦略的ダンピング誘発行動下で実現可能な最大蕗以下では、

(X)で表すことにする o和謂を次式のだ

(X) ，X) だ設(支弘(X)，0) + 11:F (y 11:13母(X)経6

L 、。会』ここで次の関俸が成り立つことにただし、

これまで自罰金識が戦略的ダンピング誘発行動をとる場合について検討したが、

この場合る、A-'uv てつ
〉
。

も
れ
も
い
日会』

自国企業は外国企業の輸出を受容するという

に実現可能な最大利潤は次式の11:~Q(X ， Y)のよう

だH(r吋Y)， Y) + 11:F (rH (X) ，X) 11: ~Q (X， Y) 

蔀章の市場独立認議格の場合と同様に、

(41) 

の雪内競売撃に

て容器余業にとって戦略約そのときにるとき、j誤らしてある

この臨界的輸出量を YDQダンピング誘発行動を灘ぶ方が有制となる。厳苦言iこは、

ぞれは次のような性賞を満たす(X)で表せ話、

YDQ (X) {こ}0 ifpm {二}f(X吋 (X)

P(X十戸(X)) 
(Y DQ (X) ) ) > ~ 'H ';' '~~l f whenever Y時 (X)>0 

(42) 

(my(i)丸山

p(YDQ (X) 

X
 

1
1
f
j
 

く
…
…
>

f
i
-
-
、
y
 
x
 

n旬、
A
D
 

Z
 

仏語

後心

いれば、上述の議論および側、側まえより自国企業の各市この YDQ(X)をまた、

ように求めることができる。

r Xc P(XずX)))ifY>YDQ(X) 
r~屯 (X ，Y) 1 E { XDQ (Y)， XC (f(X7ω) } ifYロ YDぷX)

l.r吋Y)otherwise 
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fコφ(Y)ifY>YD母(X)
rbQ(X，Y) i E {φ(X) ，rF (X)} if Y = Y DQ (X) 

l rF (X) othetwise 

ただし XDQ(Y)ココ円(YDQ (X)) 

図2でiまこのような自国企業の長応曲畿が折れ線rFφ<1/として表されている。こ

れは次のようにして求められる。まずく仮定6>より、輸送饗を考慮したダンゼン

グ認、窓楢轄P(Xートy)/Gが臨箇独占価格およ等しくなる外国で、の喜三分(X，y)を表

す傾き450の直隷nun'を外国の自由貿易均衡点Eoの下方に引くことができる。鱗

式より、この班線nun'の下方で、は島 自府翼易下の反応、曲隷に沿って輪出

決定するが、その上方で廿戦略的:ダンピング誘発行動を選ぶ。鴎式より、そうした

戦略的輸出行動は自治貿易下に比べて輸出を持制するが、それでもその結果実現す

るダンピング認案錨格i立法然として自国独点価絡を上回るので、 mm'よりも

外機の領域では反Jil5酪線は曲線φψFのように直隷mm'と自由貿易下の民応曲緯rF

rF'の間に技量する。以上を総合すれば、畠器全業の戎応由繰が折れ綾rFφφFとな

ることが確認さFれる。

それでは外国企芸誌の反応関数についてはどうか。岳国企業の国内販売、輸出量の

対(X，りならびに外国企業の閣内援死量Xを所与とすれは、事態辻3.1節と同じで

ある。それゆえ、この場令の外国企業にとっての最議輪出景は良品(討に等しい。

外面企業の長主連畏応園内議売量についてはどうか。仮によの輸出量が規献のない

自由貿易下の最璃皮志輪出量RH(X，O)に等しければ、数量規制によるダンピング

規制の場合の最遮輪出量もこの値と一致する。そうでなければ、外居企業はダンピ

ング制約に挺鍾する臨界的輪出撃YD(X，P(Xム y)/G)を選ぶしかない。しかし、

国市場が連関していると している外盟企業は、母国での調内販売量Xを調

整してダンピング制約を関避し、さらに多くのや~l爵を縛る余地がある。すなわち、

ダンピング制約下の外国企業のま醸する問題は、和j調関数日円YD(X，P(X+y) / 

G)，X，O) (X，y)を最大化することである。したがって、外国企業の反応関数は

2.3節で求めたφ(X，y)と等しい。

弘司

以上をまとめれ成、外盟企業の茂志関数は次のよう される。

(roUI I"'.¥"r ! ，..UI  A¥. P (IミF(y)ートり¥
IR註(X，O)if X :<二 XDi. RH(X，O)，よE.)

R Mo (x，y)ニミ¥J
Q ，-"-， :y I - I -u (__ P(RF (y)十y)¥
l ID ¥ X， G ) omぽ wlse
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j W(y) 
Rb母(X，Y)ニ i~'\. ¥Y 

Lφ(X，y)>W(y) 

(48) 

|臨

れ

;護

各留の反応関数が以上のように与えちれるならt:f，純斡戦略均簡で、の配分(XDQ，

ければならない。YD母，XDQ，YD母)は次の条件を議たさ

XDQ=r弘(XD母，YDQ)

YD母=rbQ (XDQ， Y DQ) 

XD屯 =R~屯 (XDQ ， YD屯〉

YDQご設bQ(XD母，YDQ)

しかし、純粋戦略均禽は存在しない。前章の市場独立認、主価格ケースについての

夕、ンピニィグ制約が宥効であれば自器市場で詰必ず自爵企議論からもわかるよう

自由ダンピング制約が無効となれ誌、業は混合戦略を採用するからである。また、

貿易均衡が実現するはずであり、 その場合に泣く仮定5>により夕、ンピ・ングが発生

し、前提と矛臆するからである。

それではどのような議合戦略均禽が寄在するだろうか。前議まと問機に、次のよう

出国企撲が

このとき、均衝に戦略的ダンどング誘発行動をとる確率を ρE[O，lJ 

いて釘国企業が戦略的ダンゼング誘発行動をとる(または外闇企業の輸出を

ことができる。まず、

つ。

にして自国食業だけが謹合戦絡をとることを

で表はXsQ)、輸出量全 YsQ (または YsQ) をXsQ (まする〉場合の国

される。せ;工、外国食業の期待利調Err(X，Y)は次式のよう

(X，y sQ)} (1-ρ) {rrH(Y，XsQ，O) 

十ρ{(ーなY)十廷F(X，y5Q)} 

外国企業はこの期待科謁を最大にするように、

Err(X， Y) 側

内販苑量ならびに輸出雲去を選択

ぞれらは次の最大化のための 1する。その最適量をそれぞれXDQ、YDQで表せば、

し、。

δrrH (Y DQ ， X sQ ， 0) (1ρQ  ，""'-DQ 
，~' aY 

ければなら階条件を議たさ

θErr 
ρ 

(1…ρ)~fiF (XD屯，XBQ〉十ρδfiF(XDQ ， X 5Q) 
rθX  ' ，~ ax 

δErr 

品。

O δX 
お1)

まず悩式と関様に、制式から自悶企業iJ苦戦略的ダンゼング誘発苛動を選ぶ、確率が

次のようにして求められる。
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<0，1) 

arrH 

ρ 告書

井、
ω

る。

XD自はy私立対する最違反!五、量RF(yお)

RF (y sQ)の関に位置することがわかる。

協式の場合と間接にこれが正の 1未満の数であることカ叩it認さ

国強方、邸1)式と鴎式より

ここで鵠式と

(XDQ) >y 弘=φ(XDQ)

ち、戦略的代替関係の長走(く仮定 1>) 

に対する

yお

制式より、

(53) 

とy

より RF(yBQ)くまF(y 5Q)が従

したがって、求める均衡園内販売議XDQは次の欝藻を満たさなけれ誌ならない。

が成り

フc

RF(y sQ) <XぬくRF(y sQ) 

図2を用いればわかるよう

(5~ 

ysQに対す

る最適反応点E53とY5Qに対する最適反応点1353を結ぶ線分R詰1253のたとえ

J点誌のような内点になっていなけれ誌ならない。図 2ではこのような条件を満

側、制式を満たす均衡は国

ように均衡悶内議売量XDQか鳴かれている。

自習企業が戦略的ダンピング誘発行動をとれば外国の配分は図2が示すように、

そうでなiすれば 2>より前者が実現すればタト関E Eaとなる。点EES、

内様絡iま自由貿易の場合に比べて高くなり、逆に後者が実現すればfまくなることが

に読み取れよう。

が実現するは自由貿易と比較してどうなるだろうか。均衡R外菌

内銀究科潤は増大するが、輸出利潤をタト盟企業のときにはi議事費者余剰は低下

戦略終輸出誘因が強く犠き、均衡点E誌が外国企業の

に往覆すると、輸入交易条件が馨しく悪化してしまうからである o 他方、均欝

E 誌が実現する場合には、

か泣定かで、はない。自

内販売反応曲事裂から十分

無認した外国の厚生がどのように変化するかについて辻定かで、はない。自

は増大するが、国内販売蒋識が増大するか否

が外国市場で外出反JiC、曲線に沿って均衡点E

もしくあるカヘュタッケノレベルグ・リーダーをとる均禽点よりも

は右方にあってもシュタッケルベルグ均欝点からそれほど離れていなけれ試外盟企

このような場合誌は外国の盟内経議摩生は自由貿易

1を用いて挽討しょ自国の配分ならびに経務理生法どうだろうか。
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業の国内販売制調は増大する。

るoに比べて

そtLゆとは、



う。まず初めに議因企業が戦略約夕、ンピング誘発行動をとる場合のダンピング制約

績を求めよう。外霞全議が本国での器内競売量として Xぬを議択しているが、自

企業が戦略的ダンピング行動をとるときタト躍では均衡E誌が実現する。間 2から

もわかるようにこのときの外器繍格は E話、 Egτ、Eoのいずれの均櫛が実現する

よりも高くなる。それゆえ図 1でダンピング軒約線は度線C弘C訟のように

他のケースについてのダンゼング制約嬢よりも内側に柱謹する α したがって、自

企業が戦略的ダンピング誘発行動をとる場合の自関市場の均欝E誌は点c ~こ等

しい。

それでは自 ンゼング誘発行動をとらな 辻、どのような均衡が

実現するだろうか。制式からもわかるように、この場合の均禽点1384は自

の自由貿易下の雲再販究反応曲隷rHrW上になけれ誌ならない。

ここでもし市場独立認定価格の場合よりも自国企業の総科潤が少なくなることが

なけれ誌、必ず均衛Ei苦よりも外国企業の輪出量が厳密に小さくなければならな

い。これは次のように証明される。

場欝では、戦略的ダンぜング誘発行動と外国企業による輪出を受若手すること

差Bせであるから、上記の総剥j障に関する条件は次氏のよう ~hる。

π詰(rH(YlQ)，Y1Q)十万F(r
F (Xo) ，XO)ζnH(rH(YDQ)， YD母)

十 (rF(XDQ) ，XDQ) 

ただし市場独立認定f商務下で数量規制むよりダンゼング麗棋を行なう場合の外聞

企業の均欝器内寂売設は自出費易の水準に等しいことに注意されたい。既に見たよ

うぷ外国企業の器内誠亮量は市場連動認定価格の場合の方が大きくなる(つまり、

XO<XDQ)ので¥自国企業の輸出科謂は市場独立認定の方が緩密に大きい〈つまり、

が(rF(XO) ， XO) >πF  (rF (XDQ) ， XDQ))。したがって、よの不等式が成り立つために

辻、

πH (rH(YlQ) ，YlQ) <πH(戸(YDQ)，YDQ) 

で、なけれ誌ならない。反Jiej癌線に沿って駿究盤決定をしていて見込まれる最大利潤

はライバル企業の販売量拡大により減少するから、上武よりただちに Y1Q>YDQが

従う。 以下でも、このような状況を懇定すること立しよう。すなわち、次のよう

仮定をおく c

く改定8>市場連動認定f苗格下で数量規制によるダンぜング規制が課されるときの

自国企業の均衡総利瀧は、市場独立認定綴絡下で同様の漉剥が課される

場合に比べて小さくなることはない。
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このような依定が一般に満たされるか沓かは…概に鳴らかで、はない。しかし、既

に明らかとなったよう託、ここで問題とする均衡では外国金業辻あたかも戦略的な

丹外販兜決定を有なわない。戦略的誘因が働くのは自関食業だけであるので、<仮

定8>を課すのは極めて自然で、あると考えられる o

く仮定8>が成り立て誌、上述の議論からわかるように自盟企業が外関企業に輪

出を受容する場合の外間企業による輸出量は市場独立認定価格の場合よりも市場連

動認定部格の方が小さくなる。関 lで辻そうした状況を、患国企業の反豆、母績よの

点E践で示している 。したがって、市場独立認定側格の場合と比較すると、<坂

>より自臨企業が外国企業の輸出を受容する場合には(輸出利轄を禁城した〉

自開霞向車生は改善し、逆に戦略的ダンどング誘発行動をとる場合に誌揺化する。

他の均衛とも比較可能だが、これらをいちいち仔なうのは護雑となるので、

だけを表lにまとめておしただし表を完成させる擦には、(i)お笛企業の限界生

産張関が外国企業の輸送饗込みの限界饗照;こ比べて大きくなることはないという仮

ならびに(ii)均衡E および均衡五誌で外国価格が外態企業の限界生産費用

を下回らないという仮定をおいた。

第 1 の俣定により均禽 E~L と均箭 Eìぎを比較するとき、関税率に比べて自

とっての部格・限界費F義務差の方が大きくなり、前者で祷られる関税収入より

も自国企業が市場を独点することによる独占レント増分の方が大きくなる。両均

衡ではj奇襲者余剰は変わらないので、その結柴前者に比べて後者の方が躍的経審車

生が高くなることに注意されたい。

また、第2の叙定により均慌Eoカミら均衡Ei;言、 Eもへの移動がく荻定2>によ

り輸入交易条件を改善すると同時に、国i今資諜配分効果も淳生改善要因として儲き、

したがって浮生が必ず改善することになる。

表を読むうえでさらに次のような点にも世瀧されたい。均衡E誌と均衡E誌で

適切な淳生)1町立が付かないのは、どちらの方が国内栖格が高くなるかわからないか

らである。前者の方がダンピング認定価格は怪いが、そのときダンゼング制約辻無

効となるので閣内接惑はダンピング認定繍格よりも高くなるためであるG

ほかにも間接のj主意があてはまる。厚生j樹立がうまく付けられないのは、垣内繍

格がどう変イとするか、また、輸出剥j障がどのように変北するかがー毅に不明で、ある

ことによる。これらの点

ことカfで、きる。
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しつつ、表lを読むとおよそ次のような合意を得る



向i同

活費若手余剰 cs 
CSO>CS[JI児童(lL=CS併 CS¥b>CSib>CS5ぬ

Csrcj>CS私

閣内販i定利関 πH 町E1〈克服Ef〈~HLtytr3y4dEI1Q421W--ZIEQ18 〈ZEIE1L3k〈町l路三

wI3l<wtlr<W!f<w!o¥<w!かw出，<wl.ぎ
l対内経済厚生wH w長<w&<w母

輸出利潤託子
π。F勾ZGFLZXドη1f1Qち勾EFlQKXドg九ア瓦FIQS 
長zτπ  

wo，w佼〈町<wi与wGL<wも
経済厚生w

W&ミ，Wt込X占〈WSIQ 

外国

消費者余鵜 CS CS匹 CSik>CSo=CSGL=CSrr=CSも，=CS込

E室内販売科塑I1F
豆長日ι=立会=日時=立母ニHE
I1f会〈設EE

園内経済厚生wF
WÒ=W~=Wh=W官=wg
W誌くW昆

輸出剥澗自民
I1PI1長〉出>I1fõ'>I1~ü>I1~ト日野

日誌>I1&.>O

経済厚生W wWs1Q 
主くくmWi
滋
F!iwWAK39 ，WA EQj 

t 

wfu<weミ

主主) 医内員長予告利潤、立室内絞済厚生、輸出利絡についてのよ添字H(またはめは正当
題(または外関)をき愛せrc また、すべての変費支についてはよ読書学A(またはおは
良滋企業が費支釜規制下で外協企業の総織を受容する(または戦格的ダンピンク誘発
行動をとる)ことを表す。なお、 )1捻位イ寸げの 1)ストにのらない変童文i立、他の変委主と
一概に犬小関係をfすけることができないためである。

uこダンピング焼鰐を関税ではなく数量競艇で行なうと、ダンピング規制関の

市場はより独占的となる。全悼の原生誌改善する領向があるものの、ぞれは悶内消

費者の利益を大幅に損なう穣向が島る令

第2に、市場独認定額格で誌なく市場連動総定繍格を探用することの厚生効果
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l立、ダンピング規告せが襲税によるか、数量規制によ・るかで大きく興なる。関説の場

は外国企業の戦略的な盟内競売拡大が謡きるために市議連動認定価格では鵠税

扱入の喪失という曝生損失が生まれ、夕、ンゼング規制の国内農業保護効果l玄関めら

れる。他方、数量規鎚の場合には、市場連動認定器務立おける方が自諮企業の戦略

的輪品部誠によりダンピング規制の盟内選業保護効巣;討議まる C この保護効

果が艇めて強く鋤くために、数点はよる非議率が拡大し、市場数立認定価格の場合

よりも夕、ンピング規制国の経詩草生は悪化してしまう c 外聞にとってはダンピング

主義制国ほどにはこうした効果ははっきりとは現われないc

なお散界全体の厚生については各関の淳生t;:tど日はっきりとした結果を誇ること

はできない。総F式lこ照らすと、援に各国企業の費用条件が関じでも t;:tとんど紫は

資源配分効果と愛護転換効果が逆方検Hこ働いてしまうからである。

4. 

本論文では、議出貿易下で内外車場が分断されるクールノ 際護占モデルを

照いて、夕、ンピング院止政策の効果をダンピング防止を実際に遂行するうえでの政

策手段(すなわち、関税か数量規制か)、ダンピング認定植稽の能市場からの設立

性、および鞍轄約企業行動の観点から披討してきた。企業がダンピング防止政策を

るか否か、また勘案するとしてどのように戦略を決定するかという点に、政

策効果が依事していることは今迄検討してきた通りである。

最後に本論文では検討できなかったダンピング訪比政策の開題点ならびに今後の

欝究方向について触れておこう。築工に、本論文では護占の状況のみを取り上げて

きたが、参入・退出を含めたより勤学的な競争の1ltl菌を考恵する必要があるかも知

れないc 参入.)議出が自由な議事占産業を考えるとき、均衛i二おける企業数は社合的

に見て過寄贈となる穣向がある。そうであれば、ダンゼング防止政策辻限界的な食業

の参入・退出誘国に大きな影響を与えるものと考えられる。すなわちダンゼング規

制関門では新規参入の誘翠が、そして外患で辻新規退出誘器が{動く。こうした内外

企業数の変化に及ぽす影響を考殿、しなければ、ダンピング訪止政策の長期の効果を

十分に明らかにすることはできないかも知れない。

第2に、ダンピング規制国内外の企業際競争構造とそれは対するダンピング防止

政策の諮巣が問題である。具体的には、議由貿易下でダンピング規制悶内外の金業

が暗黙の協調をしているよう は、ダンゼング防止政策誌各企業が協調
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棄する場合の均衡を変え、その結果暗黙の協調務態そのものにも影響を与えるだろ

う。この問題を検討するためには、繰り返しゲームの理論に依拠しなけれほならな

し、。

第3~こ、ダンピング訪止政棄を外霞企業が間選する場合、その関避予設によって

政策の効果がどのような影響を受けるかが問題となろう。外患企業はたとえば夕、ン

ゼング規鎖国内やダンピング防止政策の対象外となる第3霞に直捺投資をすること

で、ダンピング訪止政策の舗の毘から逃れようとするだろう o このような場合単に

外国企業の海外車接投資誘鴎が影響を受汁るだけでなく、夕、ンゼング規制国内およ

3国立おける外盟企業とダンゼング規制国企業の関での競争環境が変化するこ

とになる。これらの点を詰まえた分析が必要となろう。

そして、最後に夕、ンゼング規制ルールの盟際的ハ…モニゼーシ 3ンをどのように

えればよいのかという間藤がある。本論文で辻、外震は常に自由繋易政策を堅持

しているという想定がおかれ、いわゆる報護的なダンピング規制措童の可能性は考

されていない。そもそもなぜダンピングが規髄されるべきか苔かという問題は別

にして、なんらかの理由でおダンピングが盟際的立望ましくないとしたときに、どの

ような規制ルールを採用するかについて国際的合意がなければ規制の歪みは思いの

ほか大きくなってしまう可能性がある。関税によるダンピング防止規制であれば、

本論文法次のような合意をもっている。すなわち各国が市場組立認定価格ではなく

市場連動認定締絡を採用する方が、各盟企業は器内販売を増やす誘因をもつために

各留ならぴ民世界全体の経詩草生は高いということである。だが、 競争法数量

競争に隈られるわけではないので、{孤格・技術開発競争といった千患の捌簡をも考慮

してダンピング規制についての望ましい国際的ルールを設計していく必要があろう。

以上の問題について辻、機会を改めて検討する予定である。

注釈

本論文作成に対し、佐竹iE夫教授{小縛商科大学)、締JII範之氏{慶応義塾大学)、都立大学

セミナー参加者の方々およぴ、とりわけレフェリーより有議なコメントそ項いた。深く謝意を表

したい

1) 冒頭でも述べたように、 GATTルールでは、輸入額政府は、外悶企業のダンピングとそ
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れにより生じた輸入額競争産業の損害撃を条件に、その外冨食業;ニダンピング紡.!l:税を課す権

利を?認められている。通常i立、そうしたダンピング防止税率は、輸出塁臨内側格や第3閤ぬ

け輸出価格に輸送費などを考殺して決まる正予言価額と当該悶輸入価格に事会送費などを考慮し

て決まる輸出価格を比較して計算されるダンピング・マ…ジン率以下に設窓される。ただし、

もし輸出盟臨内価格や第3盟向け輸出価格が通常の商取引におけるものと認められない場合

は、主役滋喜費用ナ適正利j閣によっ される構成綴格が用いられる。 GATT議事 6条の 1

E富。

2 ) たとえば、 Dixit[1988J 

3) 異待点間婿格差別に演しでは、 Gruenspecht[1988Jにおいて検討されている。

的 この仮定が満たされるためには、各関市場で各企業の市場シェアが正となればよい。白霞

市場についていえば、後出の(6)式出6Y式の市場価格に均衡市場価格を表す治主主ぎを代入すれ

ば、問題となる条件は次のように求められるの

εH(Z(t)) ， C ， .， eH(z(t))-l 
一一一一一一一一c>ー十t>一一一一一一一CεH(z(t))-l ~- G ♂(z (t)) 

また、容易に外国市場についての同様の条件が求められる。

5) こうした性質は、

存する。

ることに決定的に依

6 ) 輸出価格と圏内の締格の比較に関する規定は、東京ラウンドのダンピング妨ヰ協定第2粂

の6~こ明示されている。本協定に基づいて、協定署名閣はダンピング防止関連圏内法を定め

ている。この点に関しでは、たとえば、過南関係法研究会 [1990J著書照。

り このように領格・綬界費用マージン塁手を用いた条件ではなく、マージンの絶対綴を基準と

したダンピング認定条件を用いても本論文の結論はそのまま成り立つ。マージン室経を用いた

ダンピング認定条件を用いるのは、以下に求めるダンピング発生条件をで怒るだけ経済的主主

味がわかりやすい形で導きたいからである。

き〉 均衡の安定条件〈く仮定2>)カ令満たされていれば、外国企業にとっての輸送受のよ‘昇は

自国市場における反応曲線香?内側にシフトさせるので、総生産量は減少し、価格

は上昇する。

き} この仮定が成り立つためのより一般的な条件については柴山・木地・堀内・ [1989Jお

よぴHelpman& Krugman [1989~ を参照せよ。

10) 厳密には注8の議論をFおいて、外国価格の上昇が導かれる。

11) ここで下添字のGLi立政府 (government)がシュタッケルベルグ・ 1) 夕、一 (!eader)で

あることを表す。

12) 額五貿易をともなうこのような関税率tah王手事後守るためには、自盟市場でのel盟企業によ

る独占領格がダンピング認定織絡よりも高くなれば十分である。

13) <仮定義>が成り立たなければ、最適関税率が正となるという条件が途泌される。

14) ちなみにく仮定5>令除く Iからsの仮定も需婆関数が線形であれば成り立つことに注意
されたい。
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15) 相互貿易下で各国が貿易利裁を享受で怒るのは、相予関市場への参入により追加的独自レ

ントが得られること、ならびに輸送受がそれほど大きくないことによる。実際、各閣の需

要事事費用条件が等しく、輸送費がなければ、各国企業は貿易関始により圏内市場て?外題企業

が誉会げる利潤に等しい額だけ椋字国市場で挙げることができる。そのために各闘の厚生変化

は、あたかも独占下で総生長童数が拡大した場合と穏様に表され、厚生は必ず改善する o しか

し、輸送事警が十分大きいと、相手富市場で挙げることができる独占レントが少なくなり、厚

生悪化の可能性がある。この点についてはBrander& Krugmaぉ [1983Jを参照せよ。

16) ここで下添字のDはダンピング制約(Q.umpingconstraint)を表す。

17) ここで下添字グHTは市場独立認定価格 (mar枇t-indεpendentcrit吉:rionprice)のもとで

関税 (tariff)をダンピング防止政策として採用していることを表す。以下、 i湾様。

18) この点については付警告1を参照せよ。

19) これは鵠F式で関税率会ゼロとし、外生約寝自で外闘会業の輸出量減少が生じる場合を玲

球すれば、ただちに明らかとなる。

20) ここで下添字のひすは市場運動認定価絡 (mark母t-d邑P出合ntcriterion price)のもとで

(tariff)会用いてダンピング防止を行なうことを表す。以下、碍様。

21) 前章と問様の手法により容易に厳密な証明を与えることもできる。

22) この点についての厳密な証明は付論2を参照されたい。

23) ダンピング制約そ緩和しようとして戦柊釣冨内販売をするときの外悶企業にとっての反応

図2に描かれたように自国企業の輸出設に対して必ずしも戦略的代替関係をもっと

は限らない。しかし、容易 れるように戦略的補完関係、をもっとしても以下の議論は

なんら影響を受けない。

24) 実際、前節までに求めた均衡からここで標題となる均衡Eもへの移動は、自冨企業の反応

曲線に沿って生じている。したがって、 (3)式を用いれば自国企業の輸出利潤の変化は次のよ

うに表される怨

b.71:F口 [P-;÷ずは)Jム日Fの叫=P'防ムX<O

25) 理論的には、ダンピング発生時に、ダンピングをちょうど回避できる水準まで外寝からの

輸入援を税援するという部分禁輸政策も考えることができる。しかし、そうした規制ルール

を鼠間企業が予め読み込む場合には、全面禁輸政策と会く罵じ結果となる。なぜならば、ダ

ンピング認定価格を所与とすれば、自菌企業にとってはいつ?も外盟企業を園内市場から締

め出すことが得策となるからである。

26) この点についてはShibata[1968Jを参照ゼよ。ただし、この結果は各器市場が分断さFれ、

市場開倒格差別が可能だという条件に決定的に依存している。この点についてはKiyono

[1990Jを参照されたい。

27) この禁輸特に外国企業が支えう 当初の生護費と両国間の往復輸送費からなる。

28) 輸出利潤関数iニイすけられた下添字IQは市場独立認定揺格 (market-ind母船dentcriterion 

prたりのもとで数量芸評jお (guota)がダンピング防止政策として採用されている場合を表す。
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以下、持様であるね

29) ここで下添字のC!土、ダンピング制約に抵触する畿圏企業の臨界的 (critical)な販売ゑ

。以下、部様。

30) 政府ーがシェタッケルベルグーリーダーとなる関税均衡E =EIりでは、市場価格は自毘

企業の限界婆用をよ悶る。したがって、夕、ンピング叡約線cC'上では自己の市場シェアが
100%となる点Cで台国企業の利灘は最大となる。

31) ここで下添字のIBは市場数立認定価格 (market叩independ部 tcrit芭rionprice)のもとで

数殺害IJ当によりダンピング紡止政策を行ない、自間企業が戦略的ダンピング誘発行動をとる

ために外悶企業が亙衝するダンピング縦約が有効 (Qindinがとなる臨界的な輸出設を表す。

32) 輸入器内:こも寡占企業が存在するベノレトラン芸芝居際寡尚産業で輸入数量筈IJ当が議合戦略均

衡を主役むことを最初に指摘したのはKrishnai)銘記である。また、 Gruenspecht[1988] 

は累積生産量が潔熱効果を生む場合;之、ダンピング防止税政策のもとで混合戦絡均衡が主役~

れることを示している。

33) 自国政府がちょうどダ、ンビ しうるだけの部分禁輸を対ダンピング制裁措澄に採

局する場合、全面禁輸の場合と問様の均衡を得ることがで冬る。

34) ここで下添字DQ!立市場連動認定価格 (marl王et-dep日ndentcriterion price)のもとで数

最安IJ当(豆uot討を政策手段として夕、ンピング防止政策が実施されていることを表す。以下、

35) 上添字の Sは自層企業が戦略的に (strat培 ically)夕、ンピング誘発行動に出ることを?表す。

36) 厳密な証明は付論3を参照されたい。

37) 上添字の A'立自盟企業が外関企業の輸出を受容 (acむomodate)すること

38) これらの結果についての綾密な証明は付論4を参照会れたいお

39) 厳密にいえば、点Nに対Jjちする自盟企業の輸出議は、自国食業が還合戦絡をとる

葉発待輸出議、すなわち PY5Q+ (l -P)Y~Q 

40) 下添学付きの変数は、添字に対応する均衡での値を表す。

4l) また、関には示していないが、戦略的ダンピング誘発行動下の均衡E53が実現する場合の

霞内販売利潤についての等利潤曲線よりも、外国企業の輸出が受容される均衡E誌は外側に

る。なぜならば戦略的ダンピング誘発行動の不採用により戦略的輸出減少による輸出

利潤の減少が沼遊されるために、戦絡的ダンピング誘発行動の採用と不採煎が無差別となる

ためには関内販売手IJ潤が輸出利潤減少の毘遊分だけ少なくなっていなければならないからで

ある。

42) 爽際、 (2)'式より次のような関係式が成り立つ。

¥VML-wtき= 。(ZGL)-c);YCL===〔(寸)+YGLP'(ZGL)] YGL 
ただし、 ZGLおよぴYむLはそれぞれ均衡E~Lでの自 よる輸出量を表

す。務者はEIすでの総消費量と寄与しいこと;ご注意されたい。
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付論市場独1L認定儒轄下の関税政策iニ対する外国会撲の戦略的輸出決定
自器致府が市場独立認定価格下の関税政策を採用するとき、外廓企業にとってはダン

ピング縦約に抵触する臨界的輸出震を選ぶという選択授とダンピング関税を

の穣貌下での最適良忠輪出量を選ぶという選択肢がある o 2つの選択授が無差別となる

滋盟企業の寝界的冨内販売量父(p)がダンピング認定価格設に依存して一撃に定まるとい

う本文中の結果は、次のようにして確認される。

まず、ダンピング韻約順守下の外展企業にとっての最大輸出耗潤 IIH(YD(x，p)，x，O)は

自国企業の園内訳売最増大と共に次式で示されるき容で減少することにま撃されたい。

してそ

C
一G
一P

dIIH(YD(x，酔，x，O)

ゐE
(Al-l) 

他方、課税を甘受した場合の最大輸出利溝口政(RH(X，ta部))，x，ta (p))は、利潤最大化

条イ牛{2Y式を用いれば次式で表される率で減少する Q

C dIIH(RH (x， ta (長))，x，ta(予))

dx 
(P) 

く f長定 2> より、課税を甘受したときの外国企業の反応路線 R 手 R~'に沿って自悶企業の

盟内販売義がXGL会越えて増えれば、ダンピング縦約に抵激する、つまり p(RH(X，ta

(予))+X) <pとなるから、 (Al-2)式の方が(Al-l)式に比べて厳密に小さい。つまり課

税を甘受した場合の利潤の減少率の方が小さい。この性質と本文中で抱描した2つの性

質、すなわち、

IIH(YD(xGL，p) ，XGL，O) >IIH(RIを(XGL， ta (p) ) ， XGL， ta (予)) 

O=IIH(YD(xc，p) ，xc，O) <II滋(RH(Xc ， ta (P) ) ，xc， ta (P) ) 

から所望の結果を得る。

p(R務(X，ta(p))+X)(Al-2) 

付檎 2:.車場連動認定価務下の関税政策と外間企業による戦略的販売決定

本文中の制式で表される外国企業の手1.1識を最大にする戦略的関内販売盤φ(X，y)は次の

利調最大化のための l階の条件を満たさなくてはならない。

aIIベYe(x，主宰ヰ)，x，o)凡 (x，巴守註)p
(A2-1) 

δP 正予Y

十δIIF(φ(X，y) ，y) 
δX 

G 

ここで外思企業の閣内販売量増大は、自関市場でのダンピング認定価格を引き下げて夕、、

ンピンク令制約に措触せずに可能な最大輪出量そ増やし{すなわち、 〔δYD(X，P(X+y)/

G)/δ記・ [P'(Xートy)/Gj >0)、かつダンピング額約がなければ輸出拡大誘E惑が働く

(すなわち、 δIIH(Y D (X ， P (X十y)/G)，X，O)/δY>O)ことを考慮すると、(A2 1)式の

ft辺第 l項は正となる。したがって、 (A2-1)式カペ持たされるためには δIIF(φ(X，y)， 
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y)/δX<Oでなければならない。すなわち、これは、外霊企業が母闘での販売量を自由

貿易に比べて増大させて(つまり、 φ ，y)> RF (y))夕、ンどング制約受緩和し、圏内販売
よりも収主主性の高い輸出を拡大すること合示している。

骨翰3 帯場連動認定彊格の数繍規制と自国企業による戦絡的輸出決定

既 も述べたように、自 内外の読売量を戦略的 ことで自圏市場

らわかるように外

しい。本文掲式

夕、ンどング制約に追い込めるo この場合、 3

yを所与と 関内販莞震はxc(P(X+y)/G)

このた(P(Xやy)/引を軍内販売利潤関数に代入して得られる

，0 )十万F(y，X) 

していなければならない。最適輸出量は外国企業の閣内販売量Xに依存するの

で、ぞれを φ(X)で表せば、ぞれは次の利謂最大化のための l階条件を講たさなければ

より、

ならない。

1) 
θx 

P'(X+φ(X)) IθnF (φ(X) ，X)一日

G δy  

以下、この条件を講たす最適輸出量φ(X)が自由寮嘉下で選択される水準rF(X)よりも

きくなるか、小さくなるかを吟味しよう o 利義最大北のための 2藷条件が講たされて

いるとすれば、それはよ或右遂の符号がφ(X)=rF (おでまとなるか否かを吟味すれ;まよ

い。 φ(X)=rF (おのとき、 (A3…1)式の条件ょっ a闘会識の生産量Xc(P(X十戸(X))/
G は独占生産量よりも大きくなければならない九したがってその水準よりもE反発撃を

やしても、圏内販売利潤が一層減少する (δポ (xc(P (X))/G，O)/δx<O)だけ

である。また、ダンピング認定価格の引き上げは、戦略的ダンピング誘発行動下の最適

関内販売量を減らす(xc'(予)<的。また、白出資易下の最適輪出反応、関数に純って輸出決

定すれ;工、震界輸出手'.1潤 δが(rF(X)，X)/ayはゼロに等しい。以上からわかるように、

自由貿易下の最適長!高輪出鷺で鵠式の左還を評織すると、それは厳密に負となる o した

がって、戦略的夕、ンピング誘発行動のもとでの最適反JiC.;輪出量φ(X)は鼠出 そ

れに比べて小さくなり、次の結果を得る。

(A3-2)φ(X) <rF(X) 

なわち、自国企識は輸出主義抑制により外国価格を、したがってダンピング認定価格を

引き上げて、外国会識が度関するダンピング制的合強めようとするわけである。

*なぜならば自国企業がxC<P(X+rF (X)) /G ~遂べば、鰯r式と xc(予)の定義からお問国内価格

はP(X+rF (X)) /G( しくなるからである。
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付論4 市場鴻動認定彊籍下の数護規事Hこ対する商間企業の戦略的販兜決定
この付議では、市場連動認定価格下の数量規制に対する自盟企業の戦略的販売決定を

記述する本文中の組一例)式の結果を証明する。まず次のような霞数マ〈却を定義する。

("'tT "r " 1~7 I U/"{T¥¥ '(X十rF(X)) 
-qr (X)斗 Yif出.er.e.exi山 Y:::?:Os.t.p何十円(Y)) -~-'---::-

(A4-1) 

l 0 otherwise 

すなわち、関数-qr(X)は外盟企業の本閣販売量が与えられたときに、自国企業が島出資

易下の反第、関数に従って販売決定したら自霞関内儲格をダンピング認定価格と等しくす

る外悶企業の輪出量を表す。そうした輸出量が存在する場合には、…1)式からわかる

ように、それは外盟企業の国内販売量と共に大きくなる。なぜならば、<復定 2>のも

とでは、外国企業の器内競売量が増えれば外国園内価格は?森下し、また外国企業の輸出

量増大と共に鼠悶園内偲格もイま下するからである o

ここでp期二と P(X+rF (X)) /GであれiZ必ずp(Y十rH(Y))二二P(X+rF (X)) /Gを講た

のYが存在することに注意されたい。実欝、く仮定 1>および<仮定2>より p

(X))/GはXが十分大きく自国会議の最違反密輸出量がぞロとなるときに最小と

なるが、それは本文中の(3)式より外援錨格が自国企業の輸逸望号込みの摂界費舟に等しく

なる、すなわち min.位。P(X十rF(X))/G=c/gであることを意味する。他方、 i司様の

理由でmin.y;"op(Y+rH(Y)) =cが成り立つ。ここで、輸送費についてはふG<liJま成ワ立

つので、窮者の方が後者に比べて大きいことになる。したがって、中開催の定理を遥照

することにより上述の結論が従う。逆に、 P開くP(X+rF (X)) /Gであればp何十戸

(Y))ニP(X+ず(X))/Gを満たす非主主の Yは存在しないことに注意されたい。

以上から、次のような関様式が成り

1'(XートrF(X)) 
(A4-2) Pm 二~ P (-qr (X)十rH(-qr (X) ) ) with an equality only wh.en Pm S ----= 

これは次のように言言い換えることもできることにも注意されたい。

p (X十rF(X)) 
(A4-2)' マ (X) 二~O with an equality only wh.en P出話 G 

これらの準備のもとにいくつかの補題を証明する。

棟議 π5Q(X) >71:弘法，Y)forV Y 二~-qrな)>0

:管理誌を用い，て証明する。もし結論がある Y 二~ -qr(X) >0について成り立たなけれ

ば、次の不等式が成り立つ。

71:5告(X)S 71: ~Q (X， Y) 之江71:H(rH (Y) ， Y) ート71:F(rF (X) ， X) 

認が(rH(-qr (X)) ， -qr (X)) + 71:F (rF (X) ， X) (.: -qr (X) S Y) 

( ( .T./v¥ P(X十戸(X)〉¥ ¥ 
=π詰¥XD ¥ -qr (X) L ， -qr (X) )十ポ(rF(X) ，X) 

珂(" (f(X +rF (X)>¥ ，，¥ 
¥ Xc - ，0) +πF (rF (X) ， X) (γ -qr (X) > 0) 
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三::;;n bQ (X) 

これは矛!蓄をもたらす6 したがって、問題の主張は正しい。

構謹 2: Y=W(X) =0に対して、 zg母(X)三::;;n ~Q (X， Y) (等号成立はp盟三三 P(X十1・F

(X))/Gが成り立っときに限る)。

萩明 :Y之江守(X)==0となる組み合わせ(X，Y)については(A4…1)、 (A4-2)式よりお=p

(W (X) +rH (W (X)))が成り立つので、問題となる組み令わせについては、

だお(X，Y) = n ~Q (X ， W (X) ) 

= n~Q (X， 0) 

nH (rH (0) ，0)十πF(子(X)，X) 

nH (Xc (Pm) ，0)十πF(rF(X)，X) 

という爵係式が従う。したがって、本文中の側、側、締式からわかるように、恥ζP

(X))/GであれLfπ品(X，Y)ココπ弘(X)が成り立つ。

しかし、 p思 >P(X十戸(X))/Gであれば、陣、持式より、

だお(X，Y)なながなc(Pm) ，0)十〆(rF(X) ，X) 

(-- (P(X-トゆ(X))¥ ¥ 
だ誌ixci G j，Oj十nF(ゆ(X)，X)誌だf，Q(X) 

カ芳成り立つ。これは、戦略的ダンピング誘発活動をしても閉式より自彊価格は独占価格

pmを下賠仇したがって白露企業は独占均禽よりも漁大な生産をしていること(つまり

nH (Xc (Pm) ，0) >ポ(XCぽ(X十手(X))/G)，0))、ならびに織式よりそのときには輪出利

瀦最大化の観点からすれば自悶企業の輪出議は外匡企業の閣内販売量に対して過小に

なっている(つまりが(φ(X)，X) <が(rF(X) ，X))からである o 以上より、所盟の結果

補題3: W(X) >0なる Xについては、だ私(X，0) > n 5Q (X)が戎り

託明:W(X)が正ならば、その関数の定畿より Y=W(X)について、次式が成り立つ。

(A4-3) p出>p(y +rH (y)) 
G 

窓会母(X，O)との差額については次の爵様式が成り立つ。

(A4…必 πお(X，0) -n tQ (X) 

( (P(X+ψ(X))¥¥ 
= [nH(XC (Pm) ，0) -nH ¥ Xc ¥ ~ ，0 ) 

十 [nF{rF (お，X)ーポ(φ(X)，X)J 
(A4-3)式が成り立つ場合、本文中の間式よりよ式の右近最初の括弧で閉じられた項は厳

密に正である。 j湾謙に、第2の拡張で関じられた嘆も織式より厳密に正となる o これよ

り(A4-4)式の右辺は厳密に正となり、所望の結果を得る o

補題4 マ(X)>0となる のXについて、 zお(X，~")おおだお (X) をj筒たす ÝE(O ，'l'

(X) )がただ 1つ存在する。

証明:マ(X)>Oとなるすべての Xについて、 l ← 3より次の関保が成り
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「くり ifYょと"W(X)
z 払(X，Y) -，dQ (X) ~ 

Cl'~~'~! "j)Cl'"~' l>OifY=O 

また、容易に確認できるように πお(X，Y)はYについて連続で単融誠少なので¥中龍舗

の定理により所望の結果がただちに得られる。

以下、 π弘(X，守)口7lsQ (X)を満たす?主主Oが存在すれば、それと Xの関器を YDB (X) 

で表すひ恥=P(X十rF(X))/Gを構たすXをXmと表せ培、容易に確認されるように補

題2と補題4より次の関イ系が成り立つ。

(A4-5) YDB(X)E(O，"W(X))for ¥:j X>Xm 

ただし、 YDB(X) =0となるのは、"W(X)=0、つまり、 X.s:::X出のときに限る。

(A4← 2)'、(A4-5)式よりただちに本文中の始式が従う。

また YDB(X)の定義、 πお(X，Y) :b'-Y (>0)について単関減少であること、補題2と補

題 4、おぶぴ(A4-5)式より本文中の制式が成り

最後に、 X>X昂については(A4-5)式からマ(X)>0となる 3 閉じ式から YDB(X) >0と

なるのはす(X)>0のとき、そしてそのときに限ること、ならび、にくfB三定 2>、X>X臨に

ついての"W(X)の単調増加性、 (A4-1)式から、

P(X十戸(X))
p(Y DB (X)十戸(YDB(X))) >p("W (X)十円("W(X)))=一一 G一一ー

が成り立つ。これより本文中の鳩式カ'1:追う。
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